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要旨 

本調査研究では、石油資源の枯渇を背景に、環境負荷やエネルギーセキュリティの面から注目

を集める微細藻類バイオ燃料生産を取り上げ、経済・環境への波及効果を定量的に分析した。具

体的には、微細藻類バイオ燃料生産方式として、将来の普及が期待される簡易フォトバイオリア

クタ方式と大規模開放池を例に、拡張産業連関表を用いた分析により、バイオ燃料施設建設と経

常運転における生産誘発額、雇用誘発数、エネルギー消費量、CO2 排出量を推計した。また、産

業部門別の誘発効果推計から、2 つのバイオ燃料生産方式の特徴と課題を明らかにし、バイオ燃

料生産の低コスト化や、CO2排出量削減に寄与する方法を定量的に比較した。さらに、微細藻類

の成長速度と油脂含有率を変数として、バイオ燃料及び残渣から生産される固形燃料、肥料、飼

料の年間生産額、CO2 排出削減量について感度分析をした。感度分析の結果、経済効果と環境負

荷という 2 つの観点から、社会的な課題解決に向けた研究開発について、定量的な根拠に基づく

議論が可能となった。 
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Science and Technology Foresight Center, National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP), 
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ABSTRACT 

This study quantitatively analyzed the economic and environmental impacts of biofuel production from 

micro algae that attracts a great deal of attention from the aspects of environmental load and energy securi-

ty as well as petroleum exhaustion. For simplified photobioreactor (PBR) and large open pond models ex-

pected to become widespread, an analysis based on the extended input-output table estimated production 

inducement, employment inducement, energy consumption and CO2 emissions in terms of construction and 

operation of two types of the biofuel production systems. Estimation of the induced effects by industrial 

sectors revealed the characteristics and problems of the biofuel production systems, and quantitatively 

showed methods to reduce the cost and CO2 emissions in the biofuel production. Furthermore, a sensitivity 

analysis of the annual output and CO2 emissions by solid fuel, fertilizer and feed produced from residue in 

addition to biofuel was performed, in which parameters indicating growth rate and oil content of micro al-

gae were used. Consequently, the sensitivity analysis enabled to discuss research and development aiming 

to solve social problems based on quantitative evidence from the viewpoints of economic impact and envi-

ronmental load.  
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概  要 

1. 調査研究の目的 
石油資源の枯渇を背景に、環境負荷やエネルギーセキュリティの観点から、食糧生産と競合しない微

細藻類を原料とする第 3 世代バイオ燃料の実用化が期待されている。航空機用ジェット燃料の代替には、

重量エネルギー密度と体積エネルギー密度が既存ジェット燃料と同等 1で、環境負荷が低く、技術的連

続性に優れたバイオ燃料が有力視されている 2。本調査研究では、国内外の研究機関のみならず産業界

からも注目を集める微細藻類を用いたバイオ燃料生産を取り上げ、産業連関分析と感度分析により、経

済と環境への波及効果を定量的に分析する。分析結果から、バイオ燃料生産の特徴と課題を明らかにし、

社会実装に向けた今後の研究開発の方向性について検討する。 

 

2. 微細藻類を用いたバイオ燃料生産方法  

微細藻類を用いたバイオ燃料生産では、原料とする微細藻類の種類だけでなく、培養、収穫、脱水・

乾燥、抽出・分離、精製等の工程において、様々な技術的選択肢が存在する(概要図 1)。ここでは、詳細

な検討が進められている簡易フォトバイオリアクタ(Photobioreactor: PBR)方式と大規模開放池方式を例に、

既存の産業連関表を拡張し、経済と環境への波及効果を定量的に分析した。簡易 PBR 方式と大規模開

放池方式のバイオ燃料生産施設の面積はそれぞれ、東京ドームのおおよそ 4倍と 530 倍に相当する。簡

易 PBR方式では、プラスチックパイプの代わりに安価なプラスチックフィルムのチューブを利用する。簡易

PBR 方式の場合、コンタミネーション等の問題が発生しにくいため、成長速度が速く、油脂含有率も比較

的高い微細藻類が生産できると仮定した(概要表 1)。 

 

概要表 1  微細藻類バイオ燃料生産施設 

 

 

                                                        
 

 
1 水素燃料も検討されているが、体積エネルギー密度が低く、燃料タンクが大型化するため航空機には適さない。 
2 微細藻類は成長時に光合成でCO2を吸収するため、微細藻類を原料とするバイオ燃料生産により大気中のCO2が微細

藻類に固定される。また、バイオ燃料の燃焼時に CO2が排出されるが、大気中に存在していた CO2を循環させているに過

ぎない。 

簡易PBR 大規模開放池

成長速度 [g/m2day] 73.5 31
油脂含有率 [%] 45 40
培養方式 簡易PBR 開放池

収穫方式 凝集沈殿・濾過 凝集沈殿・濾過

抽出・分離 ヘキサン抽出 ヘキサン抽出

稼動日数 [day] 365 330
水路の面積 [ha] 19 2,500
水路の深さ [m] 0.3 0.2
水路の体積 [m3] 57,000 5,000,000
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概要図 1  微細藻類を用いたバイオ燃量生産工程 

 

3. 微細藻類を用いたバイオ燃料生産による経済・環境への波及効果 

微細藻類バイオ燃料生産による経済への波及効果を評価するために生産誘発額と雇用誘発数を推計

し、環境への波及効果を評価するためにエネルギー消費量とCO2 排出量を推計した 3。波及効果に関す

る産業部門別の分析から、微細藻類バイオ燃料生産における簡易PBR方式と大規模開放池方式の特徴

を明らかにする。さらに、波及効果の継続期間に注目し、波及効果をバイオ燃料生産のための施設建設

と経常運転に分割して分析する。施設建設による波及効果は建設期間に限定されるが、経常運転による

波及効果は継続的に現れるという違いがある。以下に、拡張産業連関表を用いた生産誘発額とCO2 排出

量の産業部門別分析の結果を示す。 

 

3.1 拡張産業連関表による生産誘発額の産業部門別分析 

(a) 施設建設 

簡易PBR方式(概要図 2(a))では、「プラスチック製品」、「化学機械」、「ポンプ及び圧縮機」などの装置

                                                        
 

 
3 バイオ燃料の精製工程にもバイオテクノロジー等の技術革新が期待されるが、産業連関表を拡張するための装

置等の情報収集が困難であったため、ここでは既存の石油精製工程を仮定した。ここでは、バイオ燃料生産方式によ

る波及効果を比較するために、バイオ燃料の精製工程の波及効果を除いて分析した。 
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による生産誘発額が大きく 4、大規模解放池方式(概要図 2(b))では、「その他の土木建設」による生産誘

発額が突出している。簡易PBR方式の場合、プラスチックフィルム等の素材産業や装置産業に波及効果

が現れるが、大規模解放池方式の場合、土木工事に波及効果が集中するという相違点が明らかになっ

た。 

(b) 経常運転 

各種装置の運転に電力を使用するため、簡易PBR方式(概要図 2(c))と大規模解放池方式(概要図

2(d))のいずれも、事業用発電部門 5における生産誘発額が大きい点は共通している。大規模開放池方

式では、大量の水を使用するためを「上水道・簡易水道」部門の生産誘発額が大きいという特徴がある 6。 

 

3.2 拡張産業連関表による CO2排出量産業部門別分析 

(a) 施設建設 

簡易 PBR方式(概要図 3(a))では、「銑鉄」、「事業用火力発電」部門のCO2排出量が多く、大規模開放

池方式(概要図 3(b))では、「セメント」、「銑鉄」、「事業用火力発電」部門の CO2 排出量が多い。「銑鉄」の

CO2 排出は間接 4 次以降に現れることから、鉄鋼を用いる様々な産業部門における CO2排出要因となっ

ていることが推測される。大規模開放池方式では、「その他の土木建設」部門において大量のセメントが

使用されるため、「セメント」部門における間接 2 次・3 次の CO2排出量が多いという特徴が見られる。 

(b) 経常運転 

簡易PBR方式(概要図 3(c))と大規模開放池方式(概要図 3(d))のいずれも施設設備は電力で運転され

るため、「事業用火力発電」部門の CO2 排出量が突出している。 

 

施設建設における CO2 排出量削減を考えると、鉄鋼に関連する様々な産業からの波及効果が大きい

「銑鉄」部門における CO2排出量削減が最優先課題であることがわかる。一方、継続的に発生する経常

運転のCO2排出量削減には、事業用火力発電部門におけるCO2排出量削減の寄与が大きいことがわか

る。継続的な CO2 排出量削減を重視するのであれば、施設建設費用は増加しても、太陽光発電や風力

発電等の再生可能エネルギー発電施設を併設する、あるいは、微細藻類から得られる残渣を燃料に用

いる熱エネルギーシステムの導入も検討課題と言える。 

                                                        
 

 
4 施設建設の場合、「卸売」や「非住宅建築(非木造)」等の生産誘発額が一般的に大きい。 
5 総務省「平成 17 年産業連関表」調査時点の電源構成が反映されている。

 

6 工業用水の利用も考えられるが立地条件に依存し、取水設備の費用が必要になることから、この分析では上水道を仮定

した。 
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(a) 簡易 PBR 方式 施設建設 

 

 

 

 
(b) 大規模開放池方式 施設建設 

 
(c) 簡易 PBR 方式 経常運転 

 
(d) 大規模開放池方式 経常運転 

概要図 2  微細藻類バイオ燃料生産による産業部門別生産誘発額 

(生産誘発額の間接効果上位 10 部門) 
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(a) 簡易 PBR 方式 施設建設 

 

 

 

 
(b) 大規模開放池方式 施設建設 

 

(c) 簡易 PBR 方式 経常運転 
 

(d) 大規模開放池方式 経常運転 

概要図 3  微細藻類バイオ燃料生産施設建設による産業部門別 CO2 排出量 

(CO2 排出量の間接効果上位 10 部門)  
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4. 残渣利用を含むバイオ燃料生産の感度分析 

微細藻類を用いたバイオ燃料生産工程では、油分抽出後に微細藻類の残渣が残り、(1) 固形燃料、

(2) 肥料、(3) 飼料等の生産にも残渣が利用される。微細藻類からバイオ燃料及び固形燃料、肥料、飼

料を生産した場合の生産額と CO2 排出削減量は、微細藻類の成長速度と油脂含有率等を変数とするモ

デルにより推計ができる。ここでは、成長速度や油脂含有率を変数とする感度分析により、生産額と CO2

排出削減量の変化を分析し、今後の微細藻類研究の目指す方向性について検討する。 

 

4.1 バイオ燃料の生産量向上 

バイオ燃料の生産量を向上させるには、成長速度が速く、油脂含有率の高い微細藻類 7の生産が適し

ている(概要図 4(a))。バイオ燃料生産時に発生する残渣は、微細藻類からバイオ燃料となる油分を除い

た成分であるため、油脂含有率が低いほど残渣生産量が増加する (概要図 4(b))。 

 

(a) バイオ燃料 

 

(b) 残渣 

 

 

 

概要図 4 簡易 PBR 方式によるバイオ燃料・残渣の単位面積当たり年間生産量と微細藻類の成長速

度・油脂含有率との関係 

 

4.2 残渣利用を含むバイオ燃料生産による生産額の向上 

バイオ燃料及び残渣から生産した固形燃料と飼料の生産額を比較すると、同一の成長速度、油脂含

有率であれば、バイオ燃料と飼料を合わせた生産額の大きいことがわかる(概要図 5)。微細藻類の成長

速度、油脂含有率と生産額の関係から、生産額を向上させるには、油脂含有率が高くなくとも、成長速度

の速い微細藻類からバイオ燃料を生産し、残渣から付加価値の高い飼料を生産すればよいことがわかる。

結果として、油脂含有率よりも、成長速度の速い微細藻類を用いたバイオ燃料生産により、大きな経済効

果が期待されることが示された。 

                                                        
 

 
7 成長速度と油脂含有率の下限値はすでに実現されている水準であり、上限値は今後の研究成果により実現が期待され

る値とした。 
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(a) バイオ燃料+固形燃料 

 
(b) バイオ燃料+飼料 

 

概要図 5 簡易 PBR 方式のバイオ燃料・残渣利用による単位面積当たりの年間生産額と微細藻類の成

長速度と油脂含有率の関係 

 

4.3 残渣利用を含むバイオ燃料生産による CO2排出削減量の向上 

既存の化石燃料がバイオ燃料に代替されることにより CO2 排出量は削減される。バイオ燃料生産によ

る CO2 排出削減量の向上には、成長速度が速く、油脂含有率の高い微細藻類を生産すればよい。バイ

オ燃料及び残渣から生産した固形燃料と飼料によるCO2排出削減量を比較すると、同一の成長速度、油

脂含有率であれば、微細藻類からバイオ燃料と固形燃料を生産した方がCO2排出削減量の大きいことが

わかる(概要図6)。残渣利用を含むバイオ燃料生産によるCO2排出削減量の向上には、油脂含有率が高

くなくとも成長速度の速い微細藻類からバイオ燃料と CO2排出削減量の大きい固形燃料を生産すればよ

い。 

 
(a) バイオ燃料+固形燃料 

 
(b) バイオ燃料+飼料 

 

概要図 6  簡易 PBR 方式バイオ燃料生産と微細藻類残渣を用いた固形燃料と飼料生産による単位面

積当たり年間 CO2排出削減量と微細藻類の成長速度と油脂含有率の関係 

 

このような感度分析により、目的に応じて、効果的な微細藻類バイオ燃料生産の残渣利用方法が選択

できる。結果として、経済効果と環境負荷という 2 つの観点から、社会実装に向けた研究開発の方向性に

ついて、定量的な根拠(エビデンス)に基づく議論が可能となった。 
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1. 調査研究の背景と目的 

政府研究開発投資については、客観的根拠に基づく合理的プロセスによる意思決定が求められ

ており、科学技術イノベーション政策を推進するために、研究開発投資の社会経済的影響の測定

と可視化手法の必要性が指摘されている。これまでに、最新技術による社会的波及効果を定量的

に分析する試みとして、拡張産業連関表を用いて再生可能エネルギー発電施設建設による経済・

環境への波及効果を、産業部門別の生産誘発額、雇用誘発数、エネルギー消費量、CO2 排出量か

ら多面的に分析した[1]。本調査研究では、将来に我々の生活を大きく変化させることが期待され、

国内外の学術機関のみならず産業界からも注目を集めている微細藻類によるバイオ燃料生産を取

り上げ、拡張産業連関表を用いて微細藻類培養モデルを比較分析し、経済と環境への波及効果か

ら研究開発の方向性について検討する。 

 

 科学技術のもたらす波及効果の定量分析 1.1
1.1.1 研究開発の経済効果分析 

科学技術は経済成長の源泉とされ、様々な観点から科学技術のもたらす経済効果が議論されて

いる[2,3]。科学技術の進歩に研究開発が大きく寄与することから、研究開発の成果による生産性

向上に注目した研究が行われてきた[4-6]。これらの研究では、研究開発投資によって創出された

知識の蓄積や流動を生産関数に導入し、生産性向上を定量的に分析している。このような研究を

背景に、技術進歩を内生化した欧州のマクロ経済モデルNEMESIS8が開発され[7]、EUの第 7 次フ

レームワークプログラム(FP7)の経済効果分析に用いられている[8]。 

NEMESIS では産業部門を 30 に分け、それぞれの技術進歩を個別に記述している。技術進歩は、

当該部門及び他部門における研究開発の蓄積や公的な研究開発の蓄積によって生み出される知識

の増分として表現され、これが全要素生産性の増分に比例すると仮定している。このように、産

業部門別の技術進歩は抽象化された数理モデルに記述される。 

 

1.1.2 産業連関分析の応用 

産業連関分析は、産業部門別の生産誘発額や雇用誘発数といった経済効果を分析する手法の一

つであり、公的投資による直接・間接効果の測定や産業波及効果の推計に利用されている。また、

製品を構成する原材料の需給に注目した産業連関分析は、製造工程におけるエネルギー消費量や

環境汚染物質の排出量の推計にも利用されている[8,9]。 

産業連関分析は、産業政策やエネルギー・環境政策の波及効果を検討する際に、定量的な根拠(エ

ビデンス)を示すために用いることが多い。例えば、英国におけるエネルギー・環境政策を検討す

るために、英国の石炭、石油産出・精製、電気、ガス等のエネルギー産業部門を含む 10 部門の産

業連関表を用いて、生産・雇用誘発と大気汚染物質(SO2, NOx, CO2 等)排出量の関係が分析された

                                                        
 

 
8 NEMESIS の詳細については文献[3]を参照されたい。 
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[11]。また、欧州地域の産業連関分析を用いて雇用誘発効果の観点からバイオ燃料に関する政策

を検討した例[12]や、ドイツ国内における雇用誘発の観点から再生可能エネルギーの経済波及効

果を分析した例がある[13]。他にも、バイオ燃料も含めたバイオテクノロジー産業によるドイツ

国内の生産・雇用誘発を分析した例がある[14]。これらの分析にはシナリオに基づいた将来推計

も含まれている[12-14]。日本国内の再生可能エネルギーによる雇用誘発に注目し、住宅用太陽光

発電と風力発電[15]、地熱発電[16]について分析した例も報告されている。 

既存の産業連関表を、研究開発の成果として生み出される新しい製品・サービスに対応するよ

うに拡張すれば、当該技術を導入した場合の経済波及効果や、エネルギー消費や環境汚染物質排

出などの環境への負荷を定量的に分析できる。このような分析により、推進すべき技術の候補を

多面的、かつ定量的に評価し、公的な研究開発投資の選択と集中を行うためのエビデンスを提示

できる可能性がある。さらに、産業連関表では、新素材開発等の技術進歩は、原材料の使用量や

構成比の変化として明示的に記述されるという特徴がある。そのため、新技術の波及効果分析か

ら、生産・雇用誘発やエネルギー・環境に支配的影響を与えると思われる具体的な研究課題の抽

出に利用することも期待される。 

 

 微細藻類によるバイオ燃料生産 1.2
1.2.1 エネルギー密度からみた液体燃料 

液体燃料、水素、蓄電池等をエネルギー貯蔵媒体とみなし、体積エネルギー密度と重量エネル

ギー密度の関係から比較した結果を図 1.1 に示す。液体燃料の体積エネルギー密度は、Li イオン

電池等の蓄電池や圧縮水素、水素吸蔵合金に比べて高いことがわかる。Li イオン電池を用いた電

気自動車は一般に普及し、燃料電池自動車(Fuel Cell Vehicle: FCV)も今後の普及が期待されている。

水素はクリーンなエネルギーとして普及が期待されるが、液体燃料と比べて体積エネルギー密度

が低く、高圧低温の貯蔵タンクを使用しても、その容量が大きくなるという問題がある。例えば、

FCV 試作車には、70[MPa]の高圧水素貯蔵タンクが使用されているが、ガソリンタンクの 3 倍程

度の容量となっている。水素燃料の航空機[18]も検討されているが、水素は体積エネルギー密度

が低いため巨大な貯蔵タンクが必要になるという技術的課題がある。そのため、航空機用ジェッ

ト燃料の代替燃料として、体積エネルギー密度と重量エネルギー密度の高いバイオ燃料が利用さ

れ、CO2 排出量の削減に寄与することが期待されている。 
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図 1.1  体積エネルギー密度と重量エネルギー密度の関係 

文献[17]に基づき科学技術動向研究センターにて作成 

 

1.2.2 バイオ燃料とその原料 

バイオ燃料は、トウモロコシ、サトウキビ等の食用作物から製造されるエタノールを第 1 世代

バイオ燃料と呼び、食用作物非可食部やジェトロファなどの非食用作物、草本・木本から製造さ

れるセルロース系エタノールが第 2 世代バイオ燃料と呼ばれる。食糧生産と競合しない微細藻類

(microalgae)から製造される燃料が第 3 世代バイオ燃料とされている。 

微細藻類は、約 30 億年前の海洋に現れた最初の生物の 1 つであり、現在では、海洋のみならず

湖沼や川などの淡水系でも繁殖し、その種類は 10 万種類に及ぶとされている。微細藻類は、食物

連鎖の最下層に位置する植物プランクトンとも呼ばれ、多様な生態系を支えている。動物プラン

クトンの食餌となるだけでなく、クロレラやスピルリナといった微細藻類は健康食品として消費

されている。特定の微細藻類の場合、その成長過程において、光合成によって大気中の二酸化炭

素を固定して酸素を産出するだけなく、体内に油脂成分を蓄積する。油脂成分を含む微細藻類の

大量の死骸が長期間堆積した地層が、現在の油田となっている[21]。 
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1.2.3 バイオ燃料とエネルギー安全保障・環境規制 

世界的な人口増加に伴う 1 次エネルギー需要の増加から、エネルギー資源枯渇の問題が指摘さ

れている。採掘技術の向上により商業化が可能となったシェールガス等の非在来型のエネルギー

資源も注目を集めているが、採掘、生産コストを考慮すると、在来型エネルギー資源に対して価

格競争力が必ずしも優位とは言えず、経済合理性の面で課題が残る。経済活動を支えるエネルギ

ーの安定供給は各国の重要政策課題の 1 つであり、長期的に安価なエネルギー資源を確保すると

いうエネルギー安全保障の観点から、バイオマスを含む先進的な再生可能エネルギーを普及させ

る技術に期待が寄せられている。 

地球温暖化問題を背景に温室効果ガス排出量の抑制が世界的な課題とされ、温室効果ガス排出

量の削減するための環境規制が施行されている。米国の場合、米国環境保護庁（EPA9）は、2007

年エネルギー自給・安全保障法（EISA10）に基づき、温室効果ガスの 20% 削減を目標とした 2022

年までのバイオ燃料の総量と、食糧生産と競合しない新型バイオ燃料の使用量を再生可能燃料基

準（RFS11）として定め、2010 年に改訂している（RFS212）。欧州では、2003 年にバイオ燃料指

令(2003/30/EC13)を制定し、輸送燃料に占めるバイオ燃料の割合をEU全体で2005年に2％、2010 年

までに 5.75％とする目標を定めた。さらに、2009 年に再生可能エネルギー指令(2009/28/EC14）を

制定し、2020 年までに輸送燃料に占めるバイオ燃料の割合を 10％にするという目標に加え、持

続可能性基準によって環境負荷の考慮し、使用するバイオ燃料の種類を制限している。 

 

1.2.4 航空機部門におけるバイオ燃料導入の拡大 

現在、航空機からの CO2排出量は運輸部門の約 20%を占めており、この CO2 排出量を削減する

ために機体の軽量化技術の導入が進められている。しかし、多様なエネルギーを利用できる自動

車等の運輸機器と比べて航空機の場合、抜本的なCO2排出量削減が困難という問題を抱えている。

さらに、格安航空会社の市場参入により旅客数は増え、世界的に航空機需要が拡大する傾向にあ

る。2050 年には、航空機部門の CO2排出量が運輸部門で最大の 40%を占めると予測されている[20]。 

米国では、国防産業法(the Defense ProductionAct: DPA）の第 3 章プログラム 15に基づき、国防

総省が先進的なドロップインバイオ燃料生産プロジェクﾄ 16を進めている[21]。ドロップインバイ

オ燃料とは、既存内燃機関を変更せずに利用可能なバイオ燃料である。このプロジェクトでは、

バイオマス原料から軍用輸送機器の燃料として使用可能な経済合理性のあるドロップインバイオ

                                                        
 

 
9 Enviromental Protection Agency 

10 Energy Independence and Security Act of 2007 
11 Renewable Fuel Standard 
12 Changes fot the Renewable Fuel Standard 
13 Directive 2003/30/EC of the European Parliament and of the Council of 8 May 2003 on the promotion of the use of 

biofuels or other renewable fuels for transport 
14 Directive 2009/28/EC of the European Parliament and of the Council of 23 April 2009 on the promotion of the use of 

energy from renewable sources and amending and subsequently repealing Directives 
15 Defence Production Act Title III, http://www.dpatitle3.com/ 
16 Advanced Drop-In Biofueles Production Project 
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燃料生産を目的としている。 

欧州では、EUがFlightpath 2050 という報告書[22]をまとめ、この報告書の中で、2000 年比で 2050

年には、航空機の 1 旅客km当たりのCO2 排出量を 75%削減し、NOxを 90%削減するという目標を

掲げている。また、7th Framework Programme (FP7)では、2008〜2012 年に約 9.7M[Euro]の予算で

航空機用バイオ燃料の研究開発プログラムAlfa-Bird(Aternative Fuel and Biofueld for Aircraft De-

velopment)17を実施している。 

 

1.2.5 国内における公的なバイオ燃料研究開発プロジェクト 

国内では、(独)科学技術振興機構(JST)が戦略的創造研究推進事業として、「藻類・水圏微生物の

機能解明と制御によるバイオエネルギー創成のための基盤技術」というプログラムを実施してい

る。(独) 新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)は、戦略的次世代バイオマスエネルギー利

用技術開発事業（次世代技術開発）の中で、軽油及びジェット燃料代替バイオ燃料製造技術開発

を進めている。また、農林水産省では、農山漁村6次産業化に係る緑と水の環境技術革命プロジェ

クト事業において、微細藻類によるバイオ燃料生産を取り上げている。 

 

 調査研究の構成 1.3
図 1.2 に本調査研究を構成を示す。第 2 章では、微細藻類を用いたバイオ燃料生産における生

産工程を整理し、将来の普及が期待されている簡易フォトバイオリアクタ(Photobioreactor: PBR)

方式と、大規模開放池方式を取り上げる。第 3 章では、微細藻類バイオ燃料生産を分析するため

の、産業連関表の拡張方法について述べ、第 4 章では、拡張産業連関表を用い、バイオ燃料生産

による経済と環境への波及効果を推計する。さらに、定量分析から、経済性向上や環境負荷低減

に向けた具体的な方策について論じる。第 5 章では、残渣利用を含むバイオ燃料生産の感度分析

により、経済性向上や環境負荷低減に向けた技術選択と研究開発の方向性について論じる。 

                                                        
 

 
17 Alfa-Bird http://www.alfa-bird.eu-vri.eu/ 
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図 1.2  調査研究の構成 
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2. 微細藻類を用いたバイオ燃料生産方法 

微細藻類は、液体燃料の他にもメタンや水素などのエネルギーキャリアの製造に利用したり、

残渣を固形燃料として発電に利用するといったエネルギー用途もある[23, 24]。エネルギーとして

利用の他にも、石油代替原料や化粧品原料、健康食品としての利用も注目されている[25]。体積

エネルギー密度と重量エネルギー密度が高いことから、航空機用のバイオジェット燃料としての

利用法が最も大きな期待を集めている[26]。 

食用作物から製造される第 1 世代バイオ燃料の原料(トウモロコシやサトウキビなど)や食用作

物非可食部や非食用作物から製造される第 2 世代バイオ燃料の原料(ジェトロファ、草本・木本な

ど)と比較して、微細藻類は養分をそれほど必要とせず栽培が簡単で成長が早く、油分含有量が高

いという特徴がある[27]。しかし、現状では微細藻類によるバイオ燃料の商業生産法は確立して

おらず、図 2.1 に示す様々な技術的選択肢が検討されている。 

 
図 2.1  微細藻類を用いたバイオ燃量生産工程 

 

 生産工程 2.1
2.1.1 微細藻類の種類 

バイオ燃料生産のための微細藻類は、葉緑素を持ち光合成をする種と、葉緑素を持たず周囲の

有機物を吸収して成長する種の 2 種類に大別される。葉緑素を持つ微細藻類としてボトリオコッ
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カスが広く知られ、葉緑素を持たない微細藻類にオーランチオキトリウムがある。筑波大学では、

生活排水に含まれる有機物でオーランチオキトリウムを培養した上、浄化された水を用いてボト

リオコッカスを培養するという実証実験を行っている[28]。現在、各国で、成長速度が速く、油

脂含有率が高く、さらに油分の抽出の容易な微細藻類の開発が進められている。国内においても、

品種改良により、一般的なボトリオコッカスよりも成長速度の速い微細藻類が開発され、民間企

業により 2020 年の実用化を目指した研究開発が行われている[29]。大学・公的研究期間では、遺

伝子操作による藻類の開発が精力的に進められているが、生物多様性条約カルタヘナ議定書 18の

締約国では、開放系での藻類の培養は制限される。 

 

2.1.2 培養 

光合成を行う微細藻類は、屋外に開放された培養池(開放池)、あるいは、フォトバイオリアクタ

（Photobioreactor: PBR）で培養される。一般的な開放池はレースウェイといわれる方式で、長円形の浅い

池にCO2を吹き込みながら水車によって水を回流させる施設である。PBRは、ガラスやプラスチックなどの

透明な容器を用いて藻類を培養する装置である。閉鎖系のPBRであれば、雑菌などの混入(コンタミネー

ション)を防ぐことができ、高い収率が期待できるが、装置・施設の費用が高額になることが指摘されている

[23]。その他に、開放池とPBRの利点を組み合わせたハイブリッド型の培養池も検討されている[30]。 

微細藻類を培養する装置や施設には、地形や気候などに依存して様々な種類がある。例えば、開放

池でも、自然の湖の外輪を利用してコンクリート打ちをしないという例[31]もある。また、PBRについても、

水平、垂直、傾斜、らせん状などの配置方法がある[18]。光合成を行わない従属栄養性の藻類は、ファ

ーメンターと呼ばれる培養装置で培養される。ファーメンターには1[L]～500[kL]まで様々な規模がある

[27]。 

 

2.1.3 収穫 

微細藻類は開放池やPBRなどの水中で培養されるため、水中から微細藻類を取り出す収穫の工

程が必要である。微細藻類の収穫工程では、凝集沈殿、濾過、遠心分離など方法が検討されてい

る。 

 

2.1.4 脱水・乾燥 

収穫された藻類はは水分を多く含むため、脱水が必要である。脱水方法として、下水処理場の

汚泥処理に用いられているドラムフィルタを使用する方法が検討されている[30, 31]。乾燥工程は、

加熱乾燥と日光による自然乾燥がある。 

 

2.1.5 抽出・分離 

脱水された微細藻類から油分を抽出する方法として、実用段階にあるのはヘキサンによる溶媒抽出法

                                                        
 

 
18 生物の多様性に関する条約のバイオセーフティに関するカルタヘナ議定書 
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である。他にも水熱液化という方法があり、バイオ燃料の収量が3倍になるという効果が指摘されている。し

かし、この方法では300[℃]、10[MPa]の抽出条件を必要とするため、その条件を効率的につくり出せるよ

うなプラントシステムの開発が必要とされている[32]。 

 

2.1.6 精製 

抽出・分離された油分は、ジェットバイオ燃料等に精製されて商品となるが、この精製工程は既存の研

究でも議論がなされていない。ある民間企業では、抽出・分離された油分は粗油として石油精製部門に

産出し、精製は既存の石油精製工程で行うことを想定している。また、既存の石油精製工程よりも、超臨

界メタノール法がエネルギー収支の点から優位であることも指摘されている[32]。さらに、特定の燃料成分

を生産する微細藻類であれば、不純物も少ないため原油と同等の精製工程は必要とされないとい

う考え方もある。 

 

2.1.7 残渣の利用 

最終的に生産された微細藻類は、抽出された油分と、絞りかすの残渣に分離される。油分は、ジェッ

ト燃料油として使用されることが最も期待されている。一方、残渣については、固形燃料、肥料、飼料を生

産するという事業が提案されている。費用回収の観点からは残渣の付加価値を上げる工夫が必要と

である。 

 

 バイオ燃料生産方式 2.2
前節で示したように、微細藻類に由来するバイオ燃料の生産工程にはいくつかの技術的選択肢

が存在する。現在、実証研究レベルにあるバイオ燃料生産システムを、大量生産可能な商業レベ

ルに発展させるには、様々な技術的選択肢の中から最適な組み合わせを選定する必要がある。バ

イオ燃料生産方式に関する先行研究では、簡易 PBR(Photobioreactor)を用いた手法と、大規模開放

池を用いた手法が、近い将来に実現可能なバイオ燃料生産方式として詳細に検討されている

[30,33]。 

 

2.2.1 簡易 PBR 方式 

図 2.2 に示す簡易 PBR 方式として検討されているのは、国内の休耕田を利用してボトリオコッ

カス種の微細藻類から粗油を産出するというモデルである[30]。休耕田は、ある程度の面積が確

保できる勾配のない平らな土地であり、灌漑設備もあるので、培養池用地として魅力がある。ま

た、国土の狭い日本では農地と発電所などの工場用地が隣接している場合が多く、微細藻類の培

養に有用な CO2 の供給も可能である。そのような 19[ha]の休耕田にビニールシートを敷設し、ビ

ニールチューブ製の簡易 PBR を用いた準開放系培養池を設置する。付設施設で、ドラムフィルタ

による収穫、ヘキサンによる溶媒抽出までを行い、石油精製施設に粗油を産出する。バイオ燃料

生産によって発生する残渣の利用方法として飼料、肥料、固形燃料を検討する。 
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図 2.2  簡易 PBR 方式のバイオ燃量生産工程 

 

2.2.2 大規模開放池方式 

図 2.3 に示す大規模開放池方式では、温暖な地域に 2,500[ha]の大型の開放池を設置し、ボトリ

オコッカス種の微細藻類を培養する[33]。付設施設で凝集沈殿・濾過による収穫、ヘキサンによ

る溶媒抽出までを行い、石油精製施設に粗油を産出する。簡易 PBR 方式と同様に、バイオ燃料生

産によって発生する残渣の利用方法として飼料、肥料、固形燃料を検討する。 

 
図 2.3  大規模開放池方式のバイオ燃量生産工程 

 

2.2.3 バイオ燃料生産方式の比較 

簡易 PBR 方式と大規模開放池方式について、バイオ燃料生産方式の条件を比較した結果を表 1

に示す。準開放系の簡易 PBR 方式の場合、大規模開放池よりもコンタミネーション等の問題が発

生しにくい。そのため、簡易 PBR 方式の場合、微細藻類の成長速度は大規模開放池方式の約 2.4

倍に設定され、油脂含有率も 5%高く設定されている[30,33]。その他、施設の規模が異なり、簡易

PBR 方式は水路の面積が 19[ha]であるが、大規模開放池方式は 132 倍の 2,500[ha]である。大規模

開放池方式のバイオ燃料の収量は、簡易 PBR 方式の 54 倍となる。 

ここでは、拡張産業連関表を用いた分析により図 2.2、図 2.3 のバイオ燃料生産の経済・環境へ

の波及効果を分析し、残渣利用の工程については感度分析を行い、研究開発の方向性について検

討する。ただし、産業連関分析では、簡易 PBR 方式と大規模開放池方式で石油精製工程が共通す

るため、石油精製工程を除いて波及効果の比較を行った。 
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表1  バイオ燃量生産方式とその条件 

  

簡易PBR 大規模開放池

成長速度 [g/m2day] 73.5 31
油脂含有率 [%] 45 40
培養方式 簡易PBR 開放池

収穫方式 凝集沈殿・濾過 凝集沈殿・濾過

抽出・分離 ヘキサン抽出 ヘキサン抽出

稼動日数 [day] 365 330
水路の面積 [ha] 19 2,500
水路の深さ [m] 0.3 0.2
水路の体積 [m3] 57,000 5,000,000
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3. 微細藻類を用いたバイオ燃料生産の産業連関分析 

2つの微細藻類を用いたバイオ燃料生産モデルについて、その施設建設時と経常運転時に必要

とされる資材から誘発される、生産額、雇用、エネルギー消費、CO2排出量を、産業連関分析の

オープンモデルを用いて計算する。 

 

 生産誘発額の算出 3.1
微細藻類バイオ燃料生産の施設建設、及び、経常運転アクティビティの静学的波及効果を推計

するために、産業連関分析の静学オープンモデルを使用する。つまり、微細藻類バイオ燃料生産

施設建設費、または、バイオ燃料生産額を最終需要ベクトル f として与え、レオンティエフ逆行

列を乗じることで、生産誘発額ベクトル x が算出される。 

 (3.1) 

ただし、x：生産誘発額ベクトル、I：単位行列、A：投入係数行列、 ：輸入係数行列、f：最

終需要ベクトルである。生産誘発額を算出するために必要な投入係数及び輸入係数は、本研究で

作成したアクティビティを除いて、総務省「平成 17 年産業連関表」のデータを使用する 19。なお、

バイオ燃料は内生部門（中間需要）には産出されず、すべて最終需要に産出されると想定してい

る。 

 

 雇用誘発・エネルギー消費誘発・CO2排出誘発の推計 3.2
産業連関分析の静学オープンモデルによって算出される生産誘発額に、生産額単位当たりの労

働投入量、エネルギー消費量及び CO2 排出量（それぞれ、労働係数、エネルギー消費原単位及び

CO2 排出原単位）を乗じれば、各電力施設建設に伴う労働力誘発、エネルギー消費誘発及び CO2

排出誘発の直接・間接波及効果を計測することができる。 

 

 (3.2) 

 (3.3) 

 (3.4) 

 

ただし、l：労働力誘発ベクトル(従業者ベース)、 ：労働係数行列(従業者ベース)、e：エネ

                                                        
 

 
19 本研究で作成したアクティビティの場合、投資財は国内生産を仮定し、投資財を生産する際の原材料は産業連関

表の平均的な輸入係数で評価した。 

( ){ } fAMIIx
1−

−−= ˆ

M̂

( ){ } fAMIIUl
1L −

−−= ˆˆ

( ){ } fAMIIUe
1E −

−−= ˆˆ

( ){ } fAMIIUc
1C −

−−= ˆˆ

LÛ
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ルギー消費誘発ベクトル、 ：エネルギー消費原単位行列、c：CO2排出誘発ベクトル、 ：

CO2排出原単位行列である。労働係数は、総務省「平成17年産業連関表」「雇用表」の部門別従業者数

を使用し、対応する部門別国内生産額で除して求めている。エネルギー消費原単位及びCO2排出

原単位は、国立環境研究所「産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）2005年版」

[35]の部門別直接エネルギー消費量及びCO2排出量を使用し、対応する部門別国内生産額で除して

求めている。 
 

 微細藻類を用いたバイオ燃料生産のアクティビティ 3.3
各施設の建設と経常運転に必要な資材の費用と対応する産業連関表の部門名を表 3.1～表 3.4に

示す。簡易 PBR の施設に必要な資材の情報は文献[30]を参考にした。産業連関表の部門への格付

けにあたり、当該論文の研究者から詳細な説明を受けた。大規模開放池の施設については、文献

[33]に建設、及び、経常運転に関する資材情報も示されていない。現状では、2,500[ha]もの大規

模開放池で微細藻類培養を行っている施設の実績はない。そこで施設建設用資材については、

400[ha]の開放池の施設の情報[34]をもとに、汚水処理場施設の維持管理費用関数に基づく規模効

果（0.8102 乗）を仮定して、表 3.3 のように必要量を設定した。一方、施設経常運転資材につい

ては、施設の規模によって資材の種類が変わることはなく、それらの必要量は収穫量に応じて変

化すると仮定し、簡易 PBR 施設の資材情報を拡張する形で表 3.4 のように必要量を設定した。 

なお、各施設から産出されるバイオ燃料は、107[円/L]で金額換算した。107[円/L]は簡易 PBR

モデルで、利潤を除いた損益分岐点の採算価格とされている値である[30]。 

 

表3.1  簡易PBRの施設建設費用推計 

 

  

EÛ CÛ

施設建設費用 IOコード IO部門 金額[百万円]
土地改良 4132099 その他の土木 9.00
土木工事 4132099 その他の土木 4.50
プール施工 58.50

ビニールシート 2211011 プラスチックフィルムシート 40.95
ポリエチレンチューブ 2211016 プラスチック製容器 17.55

吸気ポンプ 3019011 ポンプおよび圧縮機 18.00
ポンプ 3019011 ポンプおよび圧縮機 4.50
油分抽出装置 3022011 化学機械 13.50
濾過装置 3022011 化学機械 13.50
水質浄化装置 3022011 化学機械 6.80
タンク 2899021 金属製容器および製缶板金製品 4.50
計量分流装置 3719021 分析器・試験機・計量器・測定器 9.00
攪拌機 3022011 化学機械 6.80
制御システム 8.60

コンピュータ 3331011 パーソナルコンピュータ 0.50
ソフトウェア 7331011 ソフトウェア業 8.10

準備棟 31.50
アクリルチェンバー 2211016 プラスチック製容器 5.00
建屋 4112021 非住宅建築(非木造) 26.50

変換器 2622012 特殊鋼鋼管 2.30
配管 2622011 普通鋼鋼管 9.00

合計 200.00
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表3.2  簡易PBRの経常運転費用推計 

 
*土地費用および、土地賃貸費用は、定義により産業連関表の経済

活動として捉えられていないため波及効果の分析には含めない。 

 

表3.3  大規模開放池の施設建設費用推計 

 
*土地費用および、土地賃貸費用は、定義により産業連関表の経済

活動として捉えられていないため波及効果の分析には含めない。 
 

  

運転費用 IOコード IO部門 金額[百万円]
混合・攪拌用電力 5111001 事業用電力 38.50
培地・培養液 15.50

2029099 その他の向き化学工業製品 0.60
2021019 その他のソーダ工業製品 0.20
521101 上水道・簡易水道 14.70

曝気用電力 5111001 事業用電力 25.30
濾過用電力 5111001 事業用電力 3.30
油分抽出 5111001 事業用電力 10.60
室内制御 5111001 事業用電力 2.30
土地賃貸費用 IO部門の対象外* 14.50
保守 22.00

機械補修費 8515101 機械修理 16.50
溶媒等の補充費 2032029 ヘキサン 5.50

一般管理費 内水面養殖業の本社関連資材で分割 20.50
雇用賃金 付加価値 47.50

合計 200.00

施設建設費用 IOコード IO部門名 金額[百万円]
土地造成 4132099 その他の土木 477
開放池の造成 4132099 その他の土木 21,816
水掻車 3011031 原動機 752
散布装置 3019011 ボンプおよび圧縮機 1,908
沈殿漕 4132099 その他の土木 1,336
凝集・遠心分離・油分抽出装置 3022011 化学機械 2,767
水・栄養素 2622011 普通鋼鋼管 233

2622012 特殊鋼鋼管 59
2899021 金属製容器および製缶板金製品 116
3022011 化学機械 351
3719021 分析器・試験機・計量器・測定器 233

水処理 建設IOの下水道で分割 191
建物・道路・排水路 4112021 非住宅建築(非木造) 382
電力インフラ 4132021 電力施設建設 382
予備発電機 3211011 発電機器 2,708
機械・器具 3919021 機械工具 95
土地 IO部門の対象外* 301
土木工事予備費 4132099 その他の土木 5,116

合計 39,223
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表3.4  大規模開放池の経常運転費用推計 

 
*土地費用および、土地賃貸費用は、定義により産業連関表の経済

活動として捉えられていないため波及効果の分析には含めない。 

  

運転費用 IOコード IO部門 金額[百万円]
混合・攪拌用電力 5111001 事業用電力 1027.90
培地・培養液 1359.70

2029099 その他の無機化学工業製品 56.20
2021019 その他のソーダ工業製品 14.50
521101 上水道・簡易水道 1289.00

曝気用電力 5111001 事業用電力 675.50
濾過用電力 5111001 事業用電力 165.60
油分抽出 5111001 事業用電力 531.80
室内制御 5111001 事業用電力 54.90
土地賃貸費用 IO部門の対象外* 487.40
保守 524.90

機械補修費 8515101 機械修理 393.70
溶媒等の補充費 2032029 ヘキサン 131.20

一般管理費 内水面養殖業の本社関連資材で分割 489.20
雇用賃金 負荷価値 1133.50

合計 6450.40
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4. 微細藻類を用いたバイオ燃料生産による経済・環境への波及効果推計 

微細藻類によるバイオ燃料生産モデルとして、簡易PBR方式と大規模開放池方式を取り上げ、

施設建設時と経常運転時に誘発される生産、雇用、エネルギー消費量、CO2 排出量を産業連関分

析により推計する。 

 

 生産誘発効果 4.1
4.1.1 直接効果と間接効果 

産業連関分析により、微細藻類バイオ燃料生産における施設建設と経常運転による生産誘発額

を推計した結果を表4.1と図4.1に示す。表4.1には、直接効果20、間接効果21、直接・間接効果に分

けた生産誘発額、単位面積当たりの生産誘発額と、直接効果に対する直接・間接効果の大きさを

表す乗数を示す。 

 

表4.1  バイオ燃料生産施設建設と経常運転による生産誘発の直接・間接効果 

 

 

図 4.1  バイオ燃料生産施設建設と経常運転による生産誘発の直接・間接効果 

 

簡易PBR方式の直接効果は、生産施設の建設費 200[百万円]と1年間の経常的なバイオ燃料の生産

額 254.4[百万円]に一致する。間接効果は施設建設から304.9[百万円]、経常運転から233.8[百万円]と

                                                        
 

 
20 施設建設の直接効果とは、微細藻類バイオ燃料生産施設の建設費を指し、経常運転の直接効果とは，微細藻類バイ

オ燃料生産額を指す。 
21 施設建設の間接効果とは微細藻類バイオ燃料生産施設建設のための資材生産から誘発されるすべての生産活動のこ

とであり、経常運転の間接効果とは、施設運転に必要な投入資材で誘発されるすべての生産活動のことである。 

[百万円] [百万円/ha] [百万円] [百万円/ha] [百万円] [百万円/ha]
施設建設 200.0 10.5 304.9 16.0 504.9 26.6 2.525
経常運転 254.4 13.4 233.8 12.3 488.2 25.7 1.919
施設建設 38921.4 15.6 71332.7 28.5 110254.0 44.1 2.833
経常運転 11522.2 4.6 8106.9 3.2 19629.1 7.9 1.704

大規模開放池
2,500[ha]

直接効果 間接効果 直接・間接効果
乗数

簡易PBR
19[ha]
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なり、結果として直接・間接効果を合わせて施設建設から504.9[百万円]、経常運転から488.2[百万円]の

生産誘発額が推計された。簡易PBRを用いたバイオ燃料生産における施設建設と経常運転の乗数はそ

れぞれ2.525と1.919であり、経常運転よりも施設建設による波及効果が大きいことがわかる。 

大規模開放池方式の直接効果は、生産施設の建設費 38,321 [百万円]、1年あたりの経常的なバイオ

燃料生産額 11,522 [百万円]に一致する。間接効果は施設建設から713,323 [百万円]、経常運転から

8,107 [百万円]となり、結果として直接・間接効果を合わせて施設建設からが110,254 [百万円]、経常運転

から19,629 [百万円]の生産誘発額が推計された。大規模開放池を用いたバイオ燃料生産における施設

建設と経常運転の乗数はそれぞれ2.833と1.704であり、経常運転よりも施設建設による波及効果の大き

い点は簡易PBR方式の結果と共通する。 

施設建設による単位面積当たりの生産誘発額の直接効果を比較すると、簡易PBR方式の10.5[百万

円/ha]に対して、大規模開放池方式の15.6[百万円/ha]と大きい。このような差が生じる要因として、簡易

PBR方式の場合、休耕田を利用するため、土地造成等の費用が抑制されることが考えられる。経常運転

の単位面積当たりの直接効果を比較すると、簡易PBR方式の13.4[百万円/ha]に対して大規模開放池で

は4.6[百万円/ha]と小さい。簡易PBR方式の微細藻類の生産効率は大規模開放池方式よりも高いため、

バイオ燃料の生産効率も高くなる。そのため、簡易PBR方式の経常運転による単位面積当たりの生産誘

発額は大規模開放池方式よりも大きいという結果になった。 

施設建設による単位面積当たりの生産誘発額の間接効果を比較すると、簡易PBR方式の16.0 [百万円

/ha]に対して大規模開放池方式は28.5 [百万円/ha]と大きい。一方、経常運転による単位面積当たりの生

産誘発額の間接効果を比較すると、簡易PBR方式の12.3 [百万円/ha]に対して大規模開放池方式は3.2 

[百万円/ha]と極めて小さい。間接効果の差異については、4.1.3の産業部門別分析で検討する。 

 

4.1.2 継続性の検討 

施設建設の場合、建設時に工事費用等の直接・間接の生産誘発が発生するが、施設完成後には施

設建設の生産誘発効果がなくなる。ここでは、バイオ燃料生産施設の減価償却期間、及び、耐用年数を

考慮し、建設費をこれらの期間に分散することにより年間の生産誘発効果を推計し、生産誘発効果の継

続性について検討する。 

図4.2にバイオ燃料施設建設と経常運転による年間生産誘発の変化を示す。年間生産誘発を求めるた

めに、施設建設による直接・間接効果を減価償却期間、または、耐用年数で除した値を用いた。結果とし

て、バイオ燃料施設建設による直接・間接効果は、減価償却期間・耐用年数が長くなると0に近づくため、

バイオ燃料施設建設と経常運転による直接・間接の経済波及効果は、最終的に経常運転による経済波

及に収束する。経常運転による単位面積当たりの直接・間接効果は、大規模開放池方式よりも簡易PBR

方式が大きいことから、バイオ燃料の生産効率の高い簡易PBR方式の方が、より大きな経済波及効果を

継続的にもたらすことが期待される。  
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図4.2  バイオ燃料施設建設と経常運転による年間生産誘発 

 

4.1.3 産業部門別分析 

微細藻類バイオ燃料生産施設の建設、及び、経常運転による産業部門別の生産誘発額を図 4.3

と図 4.4 に示す。図 4.3 と図 4.4 の上段に簡易 PBT 方式の生産誘発額、下段に大規模開放池方式

の生産誘発額をまとめ、産業部門別の間接効果は、間接1〜3次と間接4次以降に分けて図示した。 

簡易 PBR 方式の施設建設による産業部門別生産誘発額 (図 4.3(a))を見ると、1. プラスチック製

品、2. 卸売、3. 非住宅建築(非木造)、4. 化学機械、5. その他の土木建設などの部門で生産誘発

額が大きい。生産誘発額の大きな部門は、建設資材となる 1. プラスチック製品、4. 化学機械、

6. ポンプ及び圧縮機などの部門と、建設作業に対応する 3. 非住宅建築(非木造)、5. その他の土

木建設などの部門に大別され、これらの部門では間接 1 次効果の占める比率が高い傾向がある。

簡易 PBR のビニールチューブ、予備培養を行うアクリル・チェンバー容器、培養池のビニールシ

ートなどの誘発により、1. プラスチック製品部門の生産誘発額が最大となっている。2. 卸売部門

には、すべての財の取引により生産誘発額が集約される特徴がある。さらに、今回は、マージン

も含めた購入者価格を用いた分析としたため、2. 卸売部門の生産誘発額が大きく評価されたと考

えられる。 

大規模開放池方式の施設建設による産業部門別生産誘発額 (図 4.3(b))を見ると、1. その他の土

木建設部門が突出して大きく、2. 卸売、3. 建設用金属製品、4. 金融、5. 物品賃貸業(除自家輸送)

などの部門がこれに続く。表 3.3 の大規模開放池の施設建設費用推計によれば、施設建設にかか

る直接費用の約 73%が土木建設の費用であるため、土木工事に関係する生産誘発が大半を占める

ことになる。1. その他の土木建設と、建設資材の 6. 化学機械、10. 回転電気機器、11. ポンプ及

び圧縮機は間接 1 次効果が大きく、資材からの波及した 3. 建設用金属製品、土木建設から波及し

た 9. 土木建築サービスは間接 2 次効果が大きい。また、様々な財・サービスの取引によって生じ

る 2. 卸売、4. 金融、5.物品賃貸業(除貸自動車)、7. 道路貨物輸送(除自家輸送)では、間接 2 次以

降の波及が大きいことがわかる。大規模開放池方式の場合、簡易 PBR 方式と比較して 15. プラス

チック製品の生産波及額が小さく、土木建設による 13. セメント製品の生産誘発額が大きくなる。 

簡易 PBR 方式の経常運転による産業部門別生産誘発額 (図 4.4 (a))を見ると、発電部門の 1. 事

業用火力発電、2. 事業用原子力発電が大きく、3. 機械修理、4. 上水道・簡易水道、5. 水力・そ
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の他の事業用発電がこれに続く。産業連関分析に「平成 17 年産業連関表」を用いたため、結果は

当時の電源構成を反映している。そのため、再生可能エネルギー発電の増加が見込まれる将来の

電源構成によっては、1. 事業用火力発電、2. 事業用原子力発電、5. 水力・その他の事業用発電

などの部門間の比率が変化する。簡易 PBR 方式の経常運転の場合、6. 卸売、8. 金融のように間

接 2 次以降の間接効果が大半を占める部門も含まれるが、全体としては、間接１次効果の比率が

高く、施設建設のように生産誘発が波及しないことがわかる。 

大規模開放池方式の経常運転による産業部門別生産誘発額 (図 4.4 (b))を見ても、発電部門の 1. 

事業用火力発電、3. 事業用原子力発電、5. 水力・その他の事業用発電部門の生産誘発額が大きい。

微細藻類の培養に大量の水道水を使用するモデルによる分析のため、2.上水道・簡易水道部門の

生産誘発額が 2 番目に大きくなっている。微細藻類の用途には、バイオ燃料に加えて、医薬品や

健康食品、飼料なども想定されているため、微細藻類の培養に水道水を用いると仮定した。しか

し、浄水装置を用いて河川や湖沼の水を利用することも考えられるため、浄水装置を含めた大規

模開放池方式の微細藻類バイオ燃料生産についても、今後は検討の必要があろう。 

  



 

20 
 

 
(a) 簡易 PBR 方式 

 
(b) 大規模開放池方式 

図 4.3 微細藻類バイオ燃料生産施設の建設による産業部門別生産誘発額 

(生産誘発額の間接効果上位 30 部門) 
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(a) 簡易 PBR 方式 

 
(b) 大規模開放池方式 

図 4.4  微細藻類バイオ燃料生産施設の経常運転による産業部門別生産誘発額 

(生産誘発額の間接効果上位 30 部門) 
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 雇用誘発効果 4.2
4.2.1 直接効果と間接効果 

産業連関分析により、微細藻類バイオ燃料生産における施設建設と経常運転による雇用誘発数を推

計した結果を表4.2と図4.5に示す。表4.2には、直接効果22、間接効果23、直接・間接効果に分けた雇用

誘発数、単位面積当たりの雇用誘発数と、直接効果に対する直接・間接効果の大きさを表す乗数を示

す。 

 

表4.2  施設建設と経常運転による雇用誘発 

 

 
図 4.5  バイオ燃料生産施設建設と経常運転による雇用誘発の直接・間接効果 

 

簡易PBR方式の直接効果として、施設建設から7.4[人]、経常運転から10.0 [人]の雇用誘発数が推計

された。産業連関分析を適用した結果、簡易PBR方式の間接効果として、施設建設から16.7[人]、経常運

転から7.5[人]の雇用誘発数が推計された。直接・間接効果を合わせると、施設建設から24.1[人]、経常運

転から17.5[人]の雇用誘発数が見込まれる。直接効果に対する直接・間接効果の比を示す乗数は、施設

建設で3.257、経常運転で1.750となった。乗数の比較から、簡易PBR方式の施設建設において、経常運

                                                        
 

 
22 施設建設の直接効果とは、微細藻類バイオ燃料生産施設の建設費を指し、経常運転の直接効果とは，微細藻類

バイオ燃料生産額を指す。 
23 施設建設の間接効果とは微細藻類バイオ燃料生産施設建設のための資材生産から誘発されるすべての生産活

動のことであり、経常運転の間接効果とは、施設運転に必要な投入資材で誘発されるすべての生産活動のことで

ある 

[人] [人/ha] [人] [人/ha] [人] [人/ha]
施設建設 7.4 0.389 16.7 0.879 24.1 1.268 3.257
経常運転 10.0 0.526 7.5 0.395 17.5 0.921 1.750
施設建設 464.4 0.186 4,816.7 1.927 5,281.1 2.112 11.372
経常運転 137.8 0.055 252.8 0.101 390.6 0.156 2.834

直接・間接効果
乗数

簡易PBR
19[ha]

大規模開放池
2,500[ha]

直接効果 間接効果
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転よりも大きな雇用誘発効果をもたらすことがわかる。 

大規模開放池方式の直接効果として、施設建設から464.0[人]、経常運転から137.8[人]の雇用誘発数

が推計された。産業連関分析を適用した結果、大規模開放池方式の間接効果として、施設建設から

4,816.0[人]、経常運転から252.8[人]に雇用誘発数が推計された。直接・間接効果を合わせると、施設建

設から5,281.1[人]、経常運転から390.6[人]の雇用誘発数が見込まれる。直接効果に対する直接・間接効

果の比を示す乗数は、施設建設で11.372、経常運転で2.834となった。乗数の比較から、大規模開放池

方式の施設建設において、経常運転よりも大きな雇用誘発効果をもたらすことがわかる。 

施設建設による単位面積当たり雇用誘発数の直接効果を比較すると、簡易PBR方式の0.389[人/ha]

に対して大規模開放池方式は0.186 [人/ha]と小さい。このような差の生じる要因として、簡易PBR方式で

は大規模開放池の場合よりも複雑な施設となるため、より多くの施設建設の作業人員とされることが考え

られる。さらに、大規模開放池の場合、規模を拡大することにより単位面積当たりの建設作業効率が改善

されことも要因として考えられる。経常運転による単位面積当たりの雇用誘発数の直接効果を比較すると、

簡易PBR方式の0.526 [人/ha]に対して大規模開放池方式では0.055 [人/ha]と小さい。経常運転について

も、大規模化による効率化で雇用誘発効果が抑制されたと考えられる。 

施設建設による単位面積当たりの雇用誘発数の間接効果を比較すると、簡易PBR方式の0.879 [人

/ha]に対して大規模開放池方式は1.927 [人/ha]と大きい。一方、経常運転による単位面積当たりの生産

誘発額の間接効果を比較すると、簡易PBR方式の0.395 [人/ha]に対して大規模開放池方式は0.101 [人

/ha]と極めて小さい。このような間接効果の差異については、4.2.3の産業部門別分析で検討する。 

 

4.2.2 継続性の検討 

施設建設の場合、建設時に直接・間接の雇用創出効果が発生するが、この雇用は施設完成後になく

なる。ここでは、バイオ燃料生産施設の減価償却期間、及び、耐用年数を考慮し、雇用誘発効果をこれら

の期間に分散することにより年間の雇用誘発効果を推計し、雇用誘発効果の継続性について検討する。 

図4.6にバイオ燃料施設建設と経常運転による年間雇用誘発数の変化を示す。年間雇用誘発数を求

めるために、施設建設による直接・間接効果を減価償却期間、または、耐用年数で除した値を用いた。バ

イオ燃料施設建設と経常運転の雇用誘発効果は、最終的に経常運転による雇用誘発効果に収束する。

経常運転による単位面積当たりの直接・間接効果は、大規模開放池よりも簡易PBRが大きいことから、バ

イオ燃料の生産効率の高い簡易PBR方式の方が、より大きな雇用誘発効果の継続的にもたらすことが期

待される。 
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図4.6バイオ燃料施設建設と経常運転による年間雇用誘発 

 

4.2.3 産業部門別分析 

微細藻類バイオ燃料生産施設の建設、及び、経常運転による産業部門別の雇用誘発数を図 4.7

と図 4.8 に示す。図 4.7 と図 4.8 の上段に簡易 PBT 方式の雇用誘発数、下段に大規模開放池方式

の雇用誘発数をまとめ、産業部門別の間接効果は、間接1〜3次と間接4次以降に分けて図示した。 

簡易 PBR 方式の施設建設による産業部門別雇用誘発数(図 4.7 (a))を見ると、1. 非住宅建築(非木

造)、2. プラスチック製品、3. その他の土木建設、5. 土木建築サービスなどの部門で雇用誘発数

の大きいことがわかる。雇用誘発数の大きな部門は、建設作業に対応する 1. 非住宅建築(非木造)、

4. その他の土木建設、5. 土木建設サービスと、簡易 PBR、及び、予備培養装置を構成する 3. プ

ラスチック製品、7. 化学機械などに大別される。1. 非住宅建築(非木造)と 4. その他の土木建築

は、ほぼ間接 1 次効果のみであり、2. プラスチック製品では、間接 2 次以降の雇用誘発効果もみ

られる。2. 卸売部門には、すべての財の取引により雇用誘発数が集約される特徴がある。さらに、

今回は、マージンも含めた購入者価格を用いた分析であるため、2. 卸売部門の雇用誘発数が大き

く評価されたと考えられる。 

大規模開放池方式の施設建設による産業部門別雇用誘発数(図 4.7(b))を見ると、1. その他の土

木建設部門が突出して大きく、2. 卸売、3. 道路貨物輸送(除自家輸送)、4. 土木建築サービス、5. 

建設用金属製品などの部門がこれに続く。1. その他の土木建設、10. 化学機械、11. 回転電気機

械、18.非住宅建設(非木造)、19. 電力施設建設は間接 1 次効果が大半を占め、5. 建設用金属製品、

12. セメント製品、22.生コンクリートは間接 2 次効果が大半を占める。 

簡易 PBR 方式の経常運転による産業部門別雇用誘発数(図 4.8 (a))を見ると、1. 機械修理、2. 道

路貨物輸送(除自家輸送)、3. 建設補修、4. 事業用火力発電、5. その他の他意事業所サービス、6. 

卸売といった部門が大きい。発電部門の 4. 事業用火力発電、8.事業用原子力発電、14. 水力・そ

の他の事業用発電は間接 1 次効果が大半を占めている。また、3. 建設補修は間接 2 次効果の比率

が高いという特徴がある。 

大規模開放池方式の経常運転による産業部門別雇用誘発数(図 4.8 (b))をみると、1. 上水道・簡

易水道、2. 建設補修、3. 機械修理、4. 道路貨物輸送(除自家輸送)、その他の対事業所サービスな
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どの部門で大きい。微細藻類の培養に大量の水道水を使用するモデルによる分析のため、2. 上水

道・簡易水道部門の雇用誘発数が最も大きい。微細藻類の用途には、バイオ燃料に加えて、医薬

品や健康食品、飼料なども想定されているため、微細藻類の培養に水道水を用いると仮定した。

しかし、浄水装置を用いて河川や湖沼の水を利用することも考えられるため、浄水設備を含めた

大規模開放池方式の微細藻類バイオ燃料生産であれば、1. 上水道・簡易水道部門における雇用誘

発は抑制される。 
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(a) 簡易 PBR 方式 

 
(b) 大規模開放池方式 

図 4.7 微細藻類バイオ燃料生産施設建設による産業部門別雇用誘発数 

(雇用誘発数の間接効果上位 30 部門) 
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(a) 簡易 PBR 方式 

 
(b) 大規模開放池方式 

図 4.8  微細藻類バイオ燃料生産施設の経常運転による産業部門別雇用誘発数 

(雇用誘発数の間接効果上位 30 部門) 
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 エネルギー消費誘発効果 4.3
4.3.1 直接効果と間接効果 

産業連関分析により、微細藻類バイオ燃料生産における施設建設と経常運転によるエネルギー消費

誘発量を推計した結果を表4.3と図4.9に示す。表4.3には、直接効果24、間接効果25、直接・間接効果に

分けたエネルギー消費量、単位面積当たりのエネルギー消費量と、直接効果に対する直接・間接効果の

大きさを表す乗数を示す。 

簡易PBR方式の直接効果として、施設建設から5.7 [GJ]のエネルギー消費量が推計された。分析に用

いる産業連関表[35]の構造上、経常運転によるエネルギー消費量は、使用されるエネルギーを製造する

時点のエネルギー消費量として評価されるため、直接効果としてのエネルギー消費量は0[GJ]とする。産

業連関分析を適用した結果、簡易PBR方式の間接効果として、施設建設から6.01×103 [GJ]、経常運転か

ら4.38×103 [GJ]のエネルギー消費量が推計された。直接・間接効果を合わせると、施設建設から6.02 

[GJ]、経常運転から4.38 [GJ]のエネルギー消費量が見込まれる。施設建設の場合、直接効果に対する

直接・間接効果の比を示す乗数は1,056であり、間接部門がエネルギー消費量の大半を占めることがわ

かる。 

大規模開放池方式の直接効果として、施設建設から3.55×102 [GJ]のエネルギー消費量が推計された。

産業連関分析を適用した結果、大規模開放池方式の間接効果として、施設建設から1.37×106 [GJ]、経

常運転からも1.32×106 [GJ]のエネルギー消費量が推計された。直接・間接効果を合わせると、施設建設

から1.37×106 [GJ]、経常運転から1.32×106 [GJ]のエネルギー消費量が見込まれる。大規模開放池方式

の施設建設の場合、直接効果に対する直接・間接効果の比を示す乗数は3,866であり、簡易PBR方式に

比べて、間接部門の占めるエネルギー消費量の比率が高いことがわかる。 

施設建設による単位面積当たりのエネルギー消費量の直接効果を比較すると、簡易PBR方式の

3.0×10-1 [GJ/ha]に対して大規模開放池方式は1.29×10-1 [GJ]と小さい。施設建設による単位面積当たり

のエネルギー消費量の間接効果を比較すると、簡易PBR方式の3.16 ×102[GJ /ha]に対して大規模開放

池方式は5.49×102 [GJ/ha]と大きい。一方、経常運転による単位面積当たりのエネルギー消費量の間接

効果を比較すると、簡易PBR方式の2.30×103 [人/ha]に対して大規模開放池方式は5.29×106[GJ /ha]と小

さい。このような間接効果の差異については、4.3.3の産業部門別分析で述べる。 

 

  

                                                        
 

 
24 施設建設の直接効果とは、微細藻類バイオ燃料生産施設建設時のエネルギー消費量のことである。なお、施設経常

運転時の直接エネルギー投入は電力であるが、3EID では消費エネルギー量を 1 次エネルギーの消費量でカウントすると

しており、2次エネルギーとしての電力は消費量としてカウントしない。よって、表4.3の経常運転時の直接効果は0である。 
25 施設建設の間接効果とは微細藻類バイオ燃料生産施設建設のための資材生産によって誘発されるエネルギー消費量

のことであり，経常運転の間接効果とは，施設運転に必要な投入資材の生産によって誘発されるエネルギー消費量のこと

である。 
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表4.3 バイオ燃料生産施設建設と経常運転によるエネルギー消費誘発の直接・間接効果 

 

 
図4.9  バイオ燃料生産施設建設と経常運転によるエネルギー消費誘発の直接・間接効果 

 

4.3.2 継続性の検討 

施設建設の場合、建設時に直接・間接のエネルギーが消費されるが、このエネルギー消費は施設完

成後になくなる。ここでは、バイオ燃料生産施設の減価償却期間、及び、耐用年数を考慮し、エネルギー

消費量をこれらの期間に分散することにより年間のエネルギー消費量を推計し、エネルギー消費量の継

続性について検討する。 

図4.10にバイオ燃料施設建設と経常運転による年間エネルギー消費量の変化を示す。年間エネルギ

ー消費量を求めるために、施設建設による直接・間接効果を減価償却期間、または、耐用年数で除した

値を用いた。バイオ燃料施設建設と経常運転のエネルギー消費量は、最終的に経常運転によるエネル

ギー消費量に収束する。経常運転による単位面積当たりのエネルギー消費の直接・間接効果は、簡易

PBR方式よりも大規模開放池が小さいことから、エネルギー消費の面からは大規模開放池方式が有利と

考えらえる。 

[GJ] [GJ/ha] [GJ] [GJ/ha] [GJ] [GJ/ha]
施設建設 5.70E+00 3.00E-01 6.01E+03 3.16E+02 6.02E+03 3.17E+02 1,056
経常運転 0.00E+00 0.00E+00 4.38E+04 2.30E+03 4.38E+04 2.30E+03
施設建設 3.55E+02 1.42E-01 1.37E+06 5.49E+02 1.37E+06 5.49E+02 3,866
経常運転 0.00E+00 0.00E+00 1.32E+06 5.29E+02 1.32E+06 5.29E+02

直接・間接効果
乗数

簡易PBR
19[ha]

大規模開放池
2,500[ha]

直接効果 間接効果
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図4.10  バイオ燃料施設建設と経常運転による年間エネルギー消費誘発 

 

4.3.3 産業部門別分析 

微細藻類バイオ燃料生産施設の建設、及び、経常運転による産業部門別のエネルギー消費量を

図 4.11 と図 4.12 に示す。図 4.11 と図 4.12 の上段に簡易 PBT 方式のエネルギー消費量、下段に大

規模開放池方式のエネルギー消費量をまとめ、産業部門別の間接効果は、間接 1〜3 次と間接 4

次以降に分けて図示した。 

簡易 PBR 方式の施設建設による産業部門別エネルギー消費量(図 4.11 (a))を見ると、1. 事業用

火力発電、2. 銑鉄、3. 自家輸送(旅客自動車)、4. 自家発電などの部門でエネルギー消費量が大き

い。簡易 PBR 方式の施設建設によるエネルギー消費量は、発電、輸送、製鉄等の産業部門で大き

いことがわかる。分析に使用した 2005 年産業連関表における電源構成を反映した結果であるため、

発電部門では 1. 事業用火力発電のエネルギー消費量が最も大きいが、将来には再生可能エネルギ

ー発電の増大により発電部門間の比率が変化する可能性が高い。輸送部門については、輸送を必

要とする各種産業部門のエネルギー消費量が集積されるため、輸送部門のエネルギー消費量が大

きく評価されたと考えらえる。また、11. 交換、17. 非住宅建築(非木造)、19. その他の土木建設

を除くと、全体に間接 1 次効果の占める比率が低いことから、全体としては、2. 銑鉄や 6. 石油

製品に代表される素材や原料に関する部門のエネルギー消費量が大きい傾向が見られる。 

大規模開放池方式の施設建設による産業部門別エネルギー消費量(図 4.11 (b))を見ると、1. 銑鉄、

2. 事業用火力発電、3. セメント、4. その他の土木建設などの部門が大きい。大規模開放池方式

の施設建設の場合、簡易 PBR 方式と同様に製鉄、発電、輸送部門のエネルギー消費量が大きいが、

3. セメント、4. その他の土木建設のエネルギー消費量が大きいという点で異なる。大規模開放池

方式の場合、微細藻類を培養する開放池の土木工事で多くのエネルギーが消費されることがわか

る。 

簡易 PBR 方式の経常運転による産業部門別エネルギー消費量(図 4.12 (a))を見ると、1. 事業用

火力発電、2. 事業用原子力発電、3. 水力・その他の事業用発電の発電部門が突出して大きい。電

源構成については、前述したように将来は火力、原子力、水力、その他の事業用発電の比率が変

化する可能性が高い。これらの発電部門では、間接 1 次効果が大半を占めることから、簡易 PBR
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方式のバイオ燃料生産施設の経常運転に必要な電力によって多くのエネルギーが消費されている

ことがわかる。 

大規模開放池方式の経常運転による産業部門別エネルギー消費量(図 4.12 (b))をみると、1. 事業

用火力発電、2. 事業用原子力発電、3. 水力・その他の事業用発電の発電部門が大半を占める点は、

簡易 PBR 方式と共通している。これらの結果から、バイオ燃料生産施設の経常運転におけるエネ

ルギー消費量を削減するには、発電部門における省エネルギー技術が重要であることが示唆され

た。 
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(a) 簡易 PBR 方式 

 
(b) 大規模開放池方式 

図 4.11  微細藻類バイオ燃料生産施設建設による産業部門別エネルギー消費量 

(エネルギー消費量の間接効果上位 30 部門) 
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(a) 簡易 PBR 方式 

 
(b) 大規模開放池方式 

図 4.12  微細藻類バイオ燃料生産施設の経常運転による産業部門別エネルギー消費量 

(エネルギー消費量の間接効果上位 30 部門) 
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 CO2排出誘発効果 4.4
4.4.1 直接効果と間接効果 

産業連関分析により、微細藻類バイオ燃料生産における施設建設と経常運転によるCO2排出量を推

計した結果を表4.4と図4.13に示す。表4.4には、直接効果26、間接効果、直接・間接効果に分けたCO2排

出量、単位面積当たりのCO2排出量と、直接効果に対する直接・間接効果の大きさを表す乗数を示す。 

簡易PBR方式の直接効果として、施設建設から。4.00×10-1 [t-CO2]のCO2排出量が推計された。分析

に用いる産業連関表[35]の構造上、経常運転によるCO2排出量は、使用されるエネルギーを製造する時

点のCO2排出量として評価されるため、直接効果としてのCO2排出量は0[t-CO2]とする。産業連関分析を

適用した結果、簡易PBR方式の間接効果として、施設建設から4.59×102[t-CO2]、経常運転から

2.49×103[t-CO2]のCO2排出量が推計された。直接・間接効果を合わせると、施設建設から4.59×102 

[t-CO2]、経常運転から2.49×103 [t-CO2]のCO2排出量が見込まれる。施設建設の場合、直接効果に対す

る直接・間接効果の比を示す乗数は1,186であり、間接部門がCO2排出量の大半を占めることがわかる。 

大規模開放池方式の直接効果として、施設建設から24.0[t-CO2]のCO2排出量が推計された。産業連

関分析を適用した結果、大規模開放池方式の間接効果として、施設建設から1.22×105 [t-CO2]、経常運

転からも7.53×104[t-CO2]のCO2排出量が推計された。直接・間接効果を合わせると、施設建設から

1.22×105 [t-CO2]、経常運転から7.53×104 [t-CO2]のCO2排出量が見込まれる。大規模開放池方式の施設

建設の場合、直接効果に対する直接・間接効果の比を示す乗数は5,084であり、簡易PBR方式に比べて、

間接部門の占めるエネルギー消費量の比率が高いことがわかる。 

施設建設による単位面積当たりエネルギー消費量の直接効果を比較すると、簡易PBR方式の

2.11×10-2[t-CO2]に対して大規模開放池方式は9.59×10-3 [t-CO2]と小さい。施設建設による単位面積当た

りのCO2排出量の間接効果を比較すると、簡易PBR方式の24.1[t-CO2]に対して大規模開放池方式は

48.7 [t-CO2]と大きい。一方、経常運転による単位面積当たりのCO2排出量の間接効果を比較すると、簡

易PBR方式の131 [t-CO2]に対して大規模開放池方式は30.1 [t-CO2]と小さい。直接・間接効果を合わせ

た単位面積当たりのCO2排出量を比較すると、施設建設では簡易PBR方式が少なく、経常運転では大規

模開発池方式が少なくなっている。 

 

表4.4  バイオ燃料生産施設建設と経常運転によるCO2排出誘発の直接・間接効果 

 

                                                        
 

 
26 施設建設の直接効果とは、微細藻類バイオ燃料生産施設建設時に発生する CO2排出量のことである。なお、施

設経常運転時の直接エネルギー投入は電力のみであるので，CO2の排出はない。よって、表 4.4 の経常運転時の直

接効果は 0 である。 

[t-CO2] [t-CO2/ha] [t-CO2] [t-CO2/ha] [t-CO2] [t-CO2/ha]
施設建設 4.00E-01 2.11E-02 4.59E+02 2.41E+01 4.59E+02 2.42E+01 1186
経常運転 0.00E+00 0.00E+00 2.49E+03 1.31E+02 2.49E+03 1.31E+02
施設建設 2.40E+01 9.59E-03 1.22E+05 4.87E+01 1.22E+05 4.87E+01 5084
経常運転 0.00E+00 0.00E+00 7.53E+04 3.01E+01 7.53E+04 3.01E+01

乗数

簡易PBR
19[ha]

大規模開放池
2,500[ha]

直接効果 間接効果 直接・間接効果
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図4.13  バイオ燃料生産施設建設と経常運転によるCO2排出誘発の直接・間接効果 

 

4.4.2 継続性の検討 

施設建設の場合、建設時に直接・間接のCO2が排出されるが、このCO2排出は施設完成後になくなる。

ここでは、バイオ燃料生産施設の減価償却期間、及び、耐用年数を考慮し、CO2排出量をこれらの期間

に分散することにより年間のCO2排出量を推計し、CO2排出量の継続性について検討する。 

  図4.14にバイオ燃料施設建設と経常運転による年間CO2排出量の変化を示す。年間CO2排出量を

求めるために、施設建設による直接・間接効果を減価償却期間、または、耐用年数で除した値を用いた。

バイオ燃料施設建設と経常運転のCO2排出量は、最終的に経常運転によるCO2排出量に収束する。経

常運転による単位面積当たりのCO2排出の直接・間接効果は、簡易PBR方式よりも大規模開放池が小さ

いことから、CO2排出の面からは大規模開放池方式が有利と考えらえる。 

 

図4.14  バイオ燃料施設建設と経常運転による年間CO2排出誘発 

 

4.4.3 産業部門別分析 

微細藻類バイオ燃料生産施設の建設、及び、経常運転による産業部門別の CO2 排出量を図 4.15

と図 4.16 に示す。図 4.15 と図 4.16 の上段に簡易 PBT 方式の CO2 排出量、下段に大規模開放池方
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式の CO2排出量をまとめ、産業部門別の間接効果は、間接 1〜3 次と間接 4 次以降に分けて図示

した。 

簡易 PBR 方式の施設建設による産業部門別エネルギー消費量(図 4.15 (a))を見ると、1. 銑鉄、

2. 事業用火力発電、3. 自家輸送(旅客自動車)、4. セメント、5. 自家発電などの部門で CO2 排出

量が大きい。簡易 PBR 方式の施設建設による CO2 排出量は、製鉄、発電、輸送、セメント等の

産業部門で大きい。ただし、輸送部門の場合、輸送を必要とする各種産業部門の CO2排出量が集

積されるため、輸送部門の CO2排出量が大きく評価される傾向がある。1. 銑鉄は間接 4 次以降の

CO2 排出量が大半を占めている。CO2排出量の間接 1 次効果が大きい部門は、3. 自家輸送(旅客自

動車)、2. 事業用火力発電、6. 自家輸送(貨物自動車)、7. 道路貨物輸送(除自家輸送)、11. 鋼管な

どであるが、全体としては間接 2 次以降の CO2 排出量比率が高い。 

大規模開放池方式の施設建設による産業部門別エネルギー消費量(図 4.15 (b))を見ると、1. セメ

ント、2. 銑鉄、3. 事業用火力発電、4. その他の土木建設などの部門が大きい。大規模開放池方

式の施設建設の場合、簡易 PBR 方式と同様に製鉄、発電、輸送、セメント等の部門の CO2 排出

量が大きいが、1. セメントの CO2 排出量が最も大きいという点で異なる。大規模開放池方式の場

合、微細藻類を培養する開放池の土木工事から波及した部門で多くの CO2が排出されことがわか

る。 

簡易 PBR 方式の経常運転による産業部門別 CO2 排出量(図 4.16 (a))を見ると、1. 事業用火力発

電が突出して大きく、2. 道路貨物輸送(除自家輸送)、3. 銑鉄がこれに続く。1. 事業用火力発電の

間接 1 次の CO2排出量が大半を占めることから、CO2排出量を削減するには、再生可能エネルギ

ー発電の比率を増やすなどの対策が必要と考えられる。 

大規模開放池方式の経常運転による産業部門別エネルギー消費量(図 4.16 (b))をみると、1. 事業

用火力発電が突出して大きく、2. 自家発電、3. 石油製品、4. 銑鉄がこれに続く。発電部門が大

半を占める点は、簡易 PBR 方式と共通している。これらの結果から、バイオ燃料生産施設の経常

運転における CO2 排出量を削減するには、CO2 排出を削減するクリーンな発電技術が重要である

ことが示唆された。 

他のバイオ燃料生産モデルを用いた場合、経常運転によるCO2排出量は、培養液に必要な肥料生産

からの誘発と、収穫されたバイオ燃料の精製に必要なエネルギーからの誘発が大きいことが指摘されて

いる[36]。それに対し、この分析では、培地・培養液生産から誘発されるCO2排出量は1％程度に過ぎな

いが、本研究で仮定した程度の培地・培養液で十分な微細藻類の収量が確保できることを専門家に確認

している。また、生産されたバイオ燃料を粗油として産出するモデルであるため、精製工程は計算に含め

ていない。しかし、精製工程を一般的な石油化学工業の精製部門で行うというモデルは、規模効果も期

待でき、合理性があると考えられる。 
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(a) 簡易 PBR 方式 

 
(b) 大規模開放池方式 

図 4.15  微細藻類バイオ燃料生産施設建設による産業部門別 CO2排出量 

(CO2 排出量の間接効果上位 30 部門) 
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(a) 簡易 PBR 方式 

 
(b) 大規模開放池方式 

図 4.16  微細藻類バイオ燃料生産施設の経常運転による産業部門別 CO2 排出量 

(CO2 排出量の間接効果上位 30 部門) 
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 誘発効果の比較 4.5
4.5.1 生産誘発効果と雇用誘発効果 

図 4.17 に、2 つのバイオ燃料生産方式の施設建設と経常運転による単位面積当たりの生産誘発額と

雇用誘発数の直接効果と直接・間接効果の合計を示す。図 4.17 の■は直接効果を示し、□は直接・間

接効果の合計を示す。線分の長さ(■-□)が間接効果を表し、間接効果の大きさから波及効果の大きさが

わかる。 

 

(a) 施設建設 

間接効果(■-□,■-□)は、生産誘発額[百万円/ha]と雇用誘発数[人/ha]のいずれも、大規模開放池方式

(■-□)が簡易 PBR 方式(■-□)よりも大きく、単位面積で比較しても大規模開放池方式の波及効果の大きい

結果となった。大規模開放池方式では、雇用誘発の直接効果(■)が小さいため、雇用誘発効果が大きい。

なお、大規模開放池方式の生産・雇用誘発は土木工事に集中するが、簡易 PBR 方式の生産誘発は

様々な産業部門に分散する(図 4.3 参照)。 

(b) 経常運転 

間接効果(■-□,■-□)は、生産誘発額[百万円/ha]も雇用誘発数[人/ha]のいずれも、簡易 PBR 方式(■-□)

が大規模開放池方式(■-□)よりも大きく、施設建設の結果とは逆になっている。大規模開放池方式の波

及効果は小さく、直接・間接効果(□)を合わせも、簡易 PBR 方式の直接効果(■)に満たない。 

 

微細藻類バイオ燃料生産施設建設による単位面積の生産・雇用への波及効果(直接・間接効果の合

計)は簡易 PBR 方式(□)よりも大規模開放池方式(□)が大きいが、波及効果は建設期間に限定される。一

方、継続的に発生する経常運転による単位面積の生産・雇用への波及効果(直接・間接効果の合計)は、

反対に、大規模開放池方式(□)よりも簡易 PBR 方式(□)が大きく、長期的な経済効果の観点からは簡易

PBR 方式が優れていると言えよう。簡易 PBR 方式は、施設の面積が比較的小さいため立地条件の制約

を受けにくいという特徴がある。さらに、休耕田を利用した簡易PBR方式による微細藻類バイオ燃料生産

も想定されており、地域における継続的な雇用創出効果も期待される。 
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図 4.17 生産誘発額と雇用誘発数から見る微細藻類バイオ燃料生産施設建設と経常運転の直接・間

接効果 

 

4.5.2 生産誘発効果とエネルギー消費誘発効果 

図 4.18 に、2 つのバイオ燃料生産方式の施設建設と経常運転による単位面積当たりの生産誘発額と

エネルギー消費量の直接効果と直接・間接効果の合計を示す。 

 

(a) 施設建設 

エネルギー消費量[TJ/ha]は間接効果(■-□,■-□)が大半を占め、直接効果(■,■)の影響は少ない。直

接・間接効果を合わせたエネルギー消費量は、大規模開放池方式(□)が簡易 PBR 方式(□)の 1.72 倍と

推計された。 

(b) 経常運転 

エネルギー消費量[TJ/ha]は間接効果(■-□,■-□)が大半を占める。直接・間接効果を合わせたエネルギ

ー消費量は、簡易 PBR 方式(□)が大規模開放池方式(□)の 4.35 倍と推計された。簡易 PBR 方式におけ

るエネルギー消費は、電力 (事業用火力と事業用原子力)部門がその大半を占めている。 

 

生産誘発額とエネルギー消費量について、微細藻類バイオ燃料生産における施設建設と経常運転を

比較すると、経常運転(□,□)は生産誘発額に対してエネルギー消費量が大きく、施設建設(□,□)はエネル

ギー消費量に対して生産誘発額が大きいことがわかる。2 つのバイオ燃料生産方式を比較すると、大規

模開放池方式は、施設建設による短期的な経済効果が大きく、かつ、継続的なエネルギー消費量が少

ないという点で簡易 PBR 方式よりも優れている。ただし、大規模開放池方式は立地条件の制約があるた

め、我が国においてバイオ燃料生産を考慮すると、簡易 PBR 方式の経常運転におけるエネルギー消費

の削減が技術課題の一つと言える。そのため、微細藻類バイオ燃料生産におけるエネルギー消費量を
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削減するには、これらの事業用発電部門における発電効率向上させる省エネルギー技術や、発電時の

エネルギー消費量の少ない再生可能エネルギー発電が重要な役割を果たす。 

 

図 4.18 生産誘発額とエネルギー消費量から見る微細藻類バイオ燃料生産施設建設と経常運転の

直接・間接効果 

 

4.5.3 生産誘発効果と CO2排出誘発効果 

図 4.19 に、2 つのバイオ燃料生産の施設建設と経常運転による単位面積当たりの生産誘発額と CO2

排出量の直接効果と直接・間接効果の合計を示す。 

 

(a) 施設建設 

CO2 排出量[t-CO2/ha]は間接効果(■-□,■-□)が大半を占め、直接効果(■,■)の影響は少ない。直接・間

接効果を合わせた CO2 排出量は、大規模開放池方式(□)が簡易 PBR 方式(□)の 2.01 倍と推計された。 

(b) 経常運転 

CO2 排出量[t-CO2/ha]は間接効果(■-□,■-□)が大半を占める。直接・間接効果を合わせた CO2 排出量

は、簡易 PBR 方式(□)が大規模開放池方式(□)の 4.35 倍と推計された。 

 

生産誘発額と CO2 排出量について、微細藻類バイオ燃料生産における施設建設と経常運転を比較

すると、経常運転(□,□)は生産誘発額に対して CO2 排出量が大きく、施設建設(□,□)は CO2 排出量に対し

て生産誘発額が大きいことがわかる。2 つのバイオ燃料生産方式を比較すると、大規模開放池方式は、

施設建設による短期的な経済効果が大きく、かつ、継続的な CO2 排出量が少ないという点で簡易 PBR

方式よりも優れている。ただし、大規模開放池方式は立地条件の制約があるため、我が国においてバイ

オ燃料生産を考慮すると、簡易 PBR 方式の経常運転により排出される CO2の削減が技術課題の一つと

言える。 
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図 4.19 生産誘発額と CO2 排出量から見る微細藻類バイオ燃料生産施設建設と経常運転の直接・間

接効果 
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 経済・環境への波及効果分析から浮かび上がる論点 4.6
微細藻類によるバイオ燃料生産施設として、簡易 PBR 方式と大規模開放池方式を取り上げ、拡張産

業連関表を用いて生産誘発額、雇用誘発数、エネルギー消費量、CO2 排出量の産業連関分析を行った。

分析結果から、微細藻類バイオ燃料生産の課題を明らかにし、今後の研究開発の方向性について検討

した。 

 

(1) 生産誘発額 

バイオ燃料施設建設による単位面積当たりの生産誘発額は、簡易 PBR 方式よりも大規模開放池方式

が大きい。大規模解放池方式では、土木工事による生産誘発額が極めて大きく、簡易 PBR 方式では、

プラスチック製品や装置による生産誘発額が相対的大きい。簡易 PBR 方式の生産コスト低減には、プラ

スチック製品や装置の低価格化に寄与する研究開発が重要と考えられる。 

遺伝子操作された微細藻類の場合、生物多様性条約カルタヘナ議定書の締約国では、開放系での

培養は制限されため、高コストな閉鎖系 PBR によるバイオ燃料生産を想定しなければならない。したがっ

て、遺伝子操作された微細藻類によるバイオ燃料生産の経済性を向上させるには、閉鎖系の培養施設

建設コストを低減する必要がある。簡易 PBR 方式や大規模開放池方式でも利用可能な微細藻類を

考えると、従来から行われている育種・品種改良に目を向ける必要があろう。また、遺伝子操作ではなく、

重イオンビームを照射して生産性の高い微細藻類を選抜育種する研究も進められており、今後の研究成

果が期待される。 

バイオ燃料施設建設による生産誘発は、建設期間内に限定されるが、経常運転の生産誘発効果は施

設完成後も継続する。バイオ燃料生産方式によらず、経常運転における生産誘発額の大きな部門は事

業用発電であるため、発電コストを低減する技術導入は、バイオ燃料生産コストの低減に寄与する。また、

大規模開放池方式の経常運転では、上水道・簡易水道部門の生産誘発額が大きいため、河川等の水を

利用するための安価な水供給施設が、バイオ燃料生産コストの低減に寄与することが期待される 27。 

 

(2) 雇用誘発数 

施設建設による雇用誘発数の直接効果を単位面積当たりで比較すると、大規模開放池方式よりも簡

易 PBR 方式が大きい。しかし、間接効果を見ると、大規模開放池方式の雇用誘発数が簡易 PBR 方式よ

りも大きい。継続的に発生する経常運転による雇用誘発数の直接効果を単位面積当たりで比較すると、

大規模開放池方式よりも簡易 PBR 方式が大きく、間接効果も簡易 PBR 方式が大きい。単位面積当たり

の比較になるが、雇用創出効果の観点からは、一時的に発生する施設建設の雇用誘発よりも、継続的な

経常運転による雇用誘発の大きい簡易 PBR方式が土地利用の制約の多い国内では適していると考えら

れる。 

 

                                                        
 

 
27 工業用水の利用も考えられるが立地条件に依存すること、取水設備の費用が必要になることから、この分析では上水

道を仮定した。 
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(3) エネルギー消費量 

エネルギー消費量については、施設建設と経常運転のいずれも間接効果が大半を占め、施設建設の

場合、事業用発電、銑鉄、セメント等の部門におけるエネルギー消費量が大きく、経常運転の場合、事

業用発電部門のエネルギー消費量が突出している。バイオ燃料生産の施設建設、経常運転によるエネ

ルギー消費量を削減するには、これらの間接部門における省エネ技術の導入が不可欠である。 

 

(4) CO2 排出量 

CO2 排出量についても、施設建設と経常運転のいずれも間接効果が大半を占め、施設建設の場合、

銑鉄、セメント、事業用火力発電等の部門における CO2 排出量が大きい。したがって、施設建設による

CO2排出量を削減するには、これらの部門における CO2排出量を削減する技術の導入が重要な課題と

言える。一方、経常運転の場合、事業用火力発電部門のCO2排出量が突出している。銑鉄のCO2排出

は間接 4 次以降に現れることから、微細バイオ燃料生産以外の施設建設でも CO2 排出に大きな影響を

与えていることがわかる。したがって、施設建設における CO2 排出量削減には、銑鉄における CO2 排出

量削減が最優先課題となる。経常運転による CO2 排出は、施設建設のように建設期間に限定されず継

続的に発生するため、継続的な CO2 排出量を削減するには、事業用火力発電部門における CO2 排出

量削減が不可欠である。例えば、CO2 排出の少ない再生可能エネルギー発電の導入拡大や、CO2 排出

量の大きな事業用火力発電の比率を下げるいった電源構成の変更が有効と考えられる。 
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5. 残渣利用を含む微細藻類バイオ燃料生産の感度分析 

 バイオ燃料生産における残渣の利用 5.1
微細藻類を用いたバイオ燃料生産工程では、微細藻類から油分抽出後に残渣が発生する。残渣

については、以下の利用方法が想定されている。 

(1) 固形燃料 

(2) 肥料 

(3) 飼料 

ここでは、バイオ燃料生産だけでなく、残渣の利用方法を含めたエネルギー生産・利用の観点か

ら微細藻類研究の方向性を検討する。具体的には、微細藻類の成長速度と油脂含有率に注目し、

バイオ燃料と残渣から固形燃料、肥料、飼料を生産した場合の生産額とCO2排出削減量について

感度分析を行い、経済と環境への影響から今後の微細藻類研究の方向性について検討する。 

 

 バイオ燃料・残渣生産量 5.2
微細藻類の年間生産量𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎[kg/year]は次式で与えられる。 

𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 (5.1) 

ここで、𝐴[m2]: 水路の面積、𝑑[m]: 水路の深さ、𝜌[kg/m3]: 微細の藻類の密度、𝑣[%/day]:微細藻

類の成長速度、𝑇[day]: 培養施設の年間稼動日数である。バイオ燃料の年間生産量は𝑃𝑜𝑜𝑜[kg/year]

は、微細藻類の年間生産量𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎[kg/year]、有機物含有率𝐶𝑜𝑜𝑜[%]、油脂含有率𝐶𝑜𝑜𝑜[%]の積で与え

られる[30]。 
𝑃𝑜𝑜𝑜 = 𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝐶𝑜𝑜𝑜𝐶𝑜𝑜𝑜 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐶𝑜𝑜𝑜𝐶𝑜𝑜𝑜 (5.2) 

バイオ燃料生産により発生する残渣の年間生産量𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 [kg/year]は、微細藻類の年間生産量

𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎[kg/year]、有機物含有率𝐶𝑜𝑜𝑜[%]、油脂含有率𝐶𝑜𝑜𝑜[%]、損失𝐿[%]により 

𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝐶𝑜𝑜𝑜(1− 𝐶𝑜𝑜𝑜 − 𝐿)  = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐶𝑜𝑜𝑜(1− 𝐶𝑜𝑜𝑜 − 𝐿) (5.3) 

とする。ここでは、バイオ燃料の年間生産量は𝑃𝑜𝑜𝑜[kg/year]と、残渣の年間生産量𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠[kg/year]を、

微細藻類の成長速度𝑣[%/day]と油脂含有率𝐶𝑜𝑜𝑜[%]の関数𝑃𝑜𝑜𝑜(𝑣,𝐶𝑜𝑜𝑜)、𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠(𝑣,𝐶𝑜𝑜𝑜)とみなし、感

度分析を行う。 

表 5.1 に示す数値を用いて計算したバイオ燃料及び残渣の単位面積当たり年間生産量と微細藻

類の成長速度、油脂含有率との関係を図 5.1 に示す。成長速度の下限は、現在の微細藻類研究で

実現されている値とし、上限は研究の進展による実現が期待される値とした[30]。油脂含有率に

ついても、下限を現在の水準に設定し、上限は研究の進展により実現が期待される値とした。バ

イオ燃料生産施設は簡易 PBR 方式と大規模開放池方式に分けて計算した。 

図 5.1(a)、(b)に示すバイオ燃料の単位面積当たり年間生産量を見ると、微細藻類の成長速度と

油脂含有率の数値が大きいと、バイオ燃料の生産量が向上することがわかる。簡易 PBR 方式は効

率的な空間利用できるため、水路の深さが大規模開放池方式よりも深く設定でき、さらに、施設

が比較的小規模であることから年間稼動日数を高く設定できる。そのため、大規模開放池方式よ

りも簡易 PBR 方式によるバイオ燃料生産量の多い結果となっている。 

図 5.1(c)、(d)に示す残渣の単位面積当たり年間生産量を見ると、微細藻類の成長速度の増加の

伴い残渣生産量は増加するが、バイオ燃料とは反対に油脂含有率は低いほど残渣生産量が多いこ
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とがわかる。微細藻類のバイオ燃料に利用されない成分が残渣となるため、成長速度が速く、油

脂含有率が低い場合に残渣生産量が多くなるためである。 

 

表 5.1  微細藻類・バイオ燃料・残渣の年間生産量推計の条件 

  簡易 PBR 方式 大規模開放池方式 

水路の面積 

 

𝐴[m2] 1.9×105 2.5×107 

水路の深さ 𝑑[m] 0.3 0.2 

施設の年間稼動日数 𝑇[day] 365 330 

微細藻類の密度 𝜌[kg/m3] 3.5 3.5 

有機物含有率 𝐶𝑜𝑜𝑜[%] 98 98 

損失 𝐿[%] 5 5 

 

 

(a) 簡易 PBR 方式 バイオ燃料 

 

(b) 大規模開放池方式 バイオ燃料 

 

 

 

 

(c) 簡易 PBR 方式 残渣 

 

(d) 大規模開放池方式 残渣 

 

 

 

図 5.1 バイオ燃料・残渣の単位面積当たり年間生産量と微細藻類の成長速度・油脂含有率との関

係 
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 バイオ燃料・固形燃料・肥料・飼料の生産額 5.3
表 5.2 に示す価格を用いてバイオ燃料の単位面積当たり年間生産額と残渣から得られる固形燃

料、肥料、飼料の単位面積当たり年間生産額を推計する。文献[30]で想定されているバイオ燃料

の生産者価格 107[円/L]を用い、バイオ燃料の比重を 1 として単位重量バイオ燃料生産者価格を

107[円/kg]とした。残渣を成形した固形燃料は、おが屑を成形したオガライトと同等の発熱量があ

ると仮定した。オガライトの発熱量が石炭の約 60%であることから、固形燃料の価格は石炭の生

産者価格 9.50[円/kg]の 60%である 5.70[円/kg]と仮定した。肥料の生産者価格は、有機質肥料(除別

掲)の国内生産額(206,711[百万円])と国内生産量(7,434,378[t])の比から 27.80[円/kg]とした。飼料の

価格も同様に、国内生産額(1,186,017[百万円])と国内生産量(25,644,694[t])の比から 46.25 [円/kg]と

した。これらの価格とバイオ燃料の年間生産量𝑃𝑜𝑜𝑜 [kg/year]と残渣の年間生産量𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 [kg/year]の

積を求めることにより、バイオ燃料及び残渣を原料とする固形燃料、肥料、飼料の年間生産額が

求まる。 

図 5.2 に、バイオ燃料の単位面積当たり年間生産額と微細藻類の成長速度、油脂含有率との関

係を示す。微細藻類の成長速度と油脂含有率の増加に従い、バイオ燃料の生産量が増加するため

生産額も増加する。簡易 PBR 方式のバイオ燃料生産量は大規模開放池方式よりも大きいため、生

産額も簡易 PBR 方式が高くなっている。 

図 5.3 に、残渣から得られる固形燃料、肥料、飼料の単位面積当たり年間生産額と微細藻類の

成長速度、油脂含有率との関係を示す。残渣の生産量に比例して、固形燃料、肥料、飼料の生産

額も増えるため、微細藻類の成長速度が大きく、油脂含有率が低いほど生産額も大きい。また、

固形燃料、肥料、飼料の付加価値の違いから生じる価格差により、生産額は飼料、肥料、固形燃

料の順に大きい。微細藻類の生産効率は簡易 PBR 方式が高いため、生産額も大規模開放池方式よ

りも簡易 PBR 方式が高い結果となっている。 

図 5.3 に、バイオ燃料と残渣利用による単位面積当たり年間生産額と微細藻類の成長速度、油

脂含有率との関係を示す。残渣利用は、(1) 固形燃料、(2) 肥料、(3) 飼料の 3 種類があるため、

図 5.3 には、バイオ燃料+固形燃料、バイオ燃料+肥料、バイオ燃料+飼料の生産額を示した。飼料、

肥料、固形燃料の順に単位面積当たり年間生産額が大きくなるため、バイオ燃料と残渣利用を合

わせた単位面積当たり年間生産額もバイオ燃料+飼料、バイオ燃料+肥料、バイオ燃料+固形燃料

の順に大きい。ただし、残渣利用による生産額が大きくなるのは、微細藻類の成長速度が大きく、

油脂含有率が低い場合であり、残渣の利用方法によって生産額の等高線形状が変化していること

がわかる。これらの結果から、残渣利用を含めたバイオ燃料生産による生産額を向上させるには、

油脂含有率は低くても、成長速度の速い微細藻類を培養することが有効であることが示唆された。 
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表 5.2  バイオ燃料・固形燃料・肥料・飼料の生産額推計に用いた価格 

 価格 

バイオ燃料 

 

107.00[円/kg] 

 固形燃料 5.70[円/kg] 

肥料 27.80[円/kg] 

飼料 46.25[円/kg] 

 

 
(a) バイオ燃料 簡易 PBR 方式 

 
(b) バイオ燃料 大規模開放池方式 

 
 

図 5.2  バイオ燃料の単位面積当たり年間生産額と微細藻類の成長速度・油脂含有率との関係 
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(a) 固形燃料 簡易 PBR 方式 

 
(b) 固形燃料 大規模開放池方式 

 

 

 
(c) 肥料 簡易 PBR 方式 

 
(d) 肥料 簡易 PBR 方式 

 
 

 
(e) 飼料 簡易 PBR 方式 

 
(f) 飼料 大規模開放池方式 

 
 

図 5.3 固形燃料・肥料・飼料単位面積当たり年間生産額と微細藻類の成長速度・油脂含有率との

関係 

 

  



 

50 
 

 
(a) バイオ燃料+固形燃料 

簡易 PBR 方式 

 
(b) バイオ燃料+固形燃料 

大規模開放池方式 

 

 
(c) バイオ燃料+肥料 

簡易 PBR 方式 

 
(d) バイオ燃料+肥料 

大規模開放池方式 

 

 
(e) バイオ燃料+飼料 

簡易 PBR 方式 

 
(f) バイオ燃料+飼料 

大規模開放池方式 

 

図 5.4 バイオ燃料・残渣利用による単位面積当たりの年間生産額と微細藻類の成長速度と油脂含

有率の関係 
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 バイオ燃料・固形燃料・肥料・飼料の CO2排出削減量 5.4
微細藻類は成長する過程で大気中の CO2が固定するため、微細藻類生産により CO2 削減効果が

得られる。表 5.3 に示す CO2排出削減量を用いて、バイオ燃料による単位面積当たりの年間 CO2

排出削減量と残渣から得られる固形燃料、肥料、飼料による単位面積当たりの年間 CO2 排出削減

量を推計する。表 5.3 の CO2排出削減量は、国立環境研究所「産業連関表による環境負荷原単位

データブック（3EID）2005 年版」[35]に示されている LC-CO2 原単位から求めた。 

表 5.3 に単位重量のバイオ燃料・固形燃料・肥料・飼料による CO2 排出削減量を示す。ここでは、精製

されれ純度の高いジェットバイオ燃料ではなく、精製前のバイオ燃料を分析している。バイオ燃料の CO2

排出削減量は、バイオ燃料に含まれるケロシン、軽油、B・C 重油、ナフサ等の比率と、それぞれの CO2

排出量を掛け合せて 3.386[kg-CO2/kg]とした。固形燃料の CO2排出削減量は、石炭の CO2 排出削減量

2.368 [kg-CO2/kg]の 60%である 1.427[kg-CO2/kg]と仮定した。肥料の CO2 排出削減量は、有機質肥料

(除別掲)の CO2 排出削減量である 0.05688[kg-CO2/kg])とし、飼料の CO2 排出削減量は 0.07723 

[kg-CO2/kg]した。 

図 5.5 に単位重量のバイオ燃料・固形燃料・肥料・飼料による CO2排出削減量、バイオ燃料生

産による単位面積当たり年間 CO2 排出削減量と微細藻類の成長速度・油脂含有率の関係を示す。

微細藻類の成長速度と油脂含有率の増加に従い、バイオ燃料の生産量が増加するため CO2排出削

減量も増加する。簡易 PBR 方式のバイオ燃料生産量は大規模開放池方式よりも大きいため、CO2

排出削減量も簡易 PBR 方式が高くなっている。 

図 5.6 に、単位面積当たりで産出された残渣から固形燃料、肥料、飼料を生産した場合の年間

CO2 排出削減量と微細藻類の成長速度、油脂含有率との関係を示す。微細藻類の成長速度が大き

く、油脂含有率が低いほど残渣の生産量も大きいため、CO2 排出削減量も大きくなっている。ま

た、固形燃料、肥料、飼料の生産による CO2 排出量は異なり、CO2排出削減量は固形燃料、肥料、

飼料の順に大きい。微細藻類の生産効率は、簡易 PBR 方式が高いため、生産額も大規模開放池方

式よりも簡易 PBR 方式が高くなっている。 

図 5.7 に、単位面積当たりのバイオ燃料と残渣利用による年間 CO2排出削減量と微細藻類の成

長速度、油脂含有率との関係を示す。図 5.7 には、バイオ燃料+固形燃料、バイオ燃料+肥料、バ

イオ燃料+飼料の CO2 排出削減量を示した。固形燃料、肥料、飼料の順に CO2 排出削減量が大き

くなるため、バイオ燃料と残渣利用を合わせた CO2 排出削減量もバイオ燃料+固形燃料、バイオ

燃料+肥料、バイオ燃料+飼料の順に大きい。ただし、残渣利用による CO2排出削減量が大きくな

るのは、微細藻類の成長速度が大きく、油脂含有率が低い場合であり、残渣の利用方法によって

CO2 排出削減量の等高線形状が変化していることがわかる。これらの結果から、残渣利用を含め

たバイオ燃料生産による CO2 排出削減量を向上させるには、油脂含有率は低くても、成長速度の

速い微細藻類を培養することが有効であることが示唆された。 
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表 5.3  単位重量のバイオ燃料・固形燃料・肥料・飼料による CO2排出削減量 

 CO2 排出削減量 
バイオ燃料 

 

3.386[kg-CO2/kg] 
固形燃料 1.421[kg-CO2/kg] 
肥料 0.057[kg-CO2/kg] 
飼料 0.077[kg-CO2/kg] 

 

 
(a) 簡易 PBR 方式 バイオ燃料 

 
(b) 大規模開放池方式 バイオ燃料 

 

 

 

図 5.5 バイオ燃料生産による単位面積当たり年間 CO2 排出削減量と微細藻類の成長速度・油脂

含有率との関係 
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(a) 簡易 PBR 方式 固形燃料 

 
(b) 大規模開放池方式 固形燃料 

 
 

 
(c) 簡易 PBR 方式 肥料 

 
(d) 簡易 PBR 方式 肥料 

 
 

 
(e) 簡易 PBR 方式 飼料 

 
(f) 大規模開放池方式 飼料  

図 5.6 微細藻類残渣を用いた固形燃料・肥料・飼料生産による単位面積当たり年間 CO2 排出削

減量と微細藻類の成長速度・油脂含有率との関係 
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(a) 簡易 PBR 方式 

バイオ燃料+固形燃料 

 
(b) 大規模開放池方式 

バイオ燃料+固形燃料 

 

 
(c) 簡易 PBR 方式 

バイオ燃料+肥料 

 
(d) 大規模開放池方式 

バイオ燃料+肥料 

 

 
(e) 簡易 PBR 方式 

バイオ燃料+飼料 

 
(f) 大規模開放池方式 

バイオ燃料+飼料 

 

図 5.7 バイオ燃料生産と微細藻類残渣を用いた固形燃料・肥料・飼料生産による単位面積当たり

年間 CO2 排出削減量と微細藻類の成長速度・油脂含有率との関係 
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 感度分析から浮かび上がる論点 5.5
微細藻類の成長速度と油脂含有率を変数として、バイオ燃料の単位面積当たり年間の生産量、

生産額、CO2 排出削減量と、残渣から生産される固形燃料、肥料、飼料の単位面積当たり年間生

産量、生産額、CO2 排出削減量について感度分析をした結果から、今後の研究開発の方向性が示

唆された。 

 

(1) バイオ燃料の生産量向上 

成長速度が速く、油脂含有率の高い微細藻類を用いたバイオ燃料生産が効果的である。品種改

良や遺伝子操作により、成長速度が速く、油脂含有率の高い微細藻類を開発することで、バイオ

燃料の生産量向上が期待される。しかし、遺伝子操作により得られた微細藻類の場合、生物多様

性条約カルタヘナ議定書の締約国では、開放系での培養は制限されるため、高コストな閉鎖系

PBR によるバイオ燃料生産を想定する必要がある。商業的なバイオ燃料生産の採算性を考慮する

と、閉鎖系施設で培養しなければならない遺伝子操作微細藻類の成長速度、油脂含有率は、開放

系施設で培養可能な品種改良された微細藻類よりも十分に高い必要がある。 

 

(2) 残渣利用を含むバイオ燃料生産による生産額の向上 

バイオ燃料の生産額を向上させるには、成長速度が速く、油脂含有率の高い微細藻類を用いて

効率的にバイオ燃料を生産すればよい。残渣を利用した固形燃料、肥料、飼料の生産額の比較か

ら、残渣による生産額を向上させるには付加価値の最も高い飼料の生産量を増加させることが有

効であることが示された。残渣は微細藻類からバイオ燃料を除いた成分であるため、油脂含有率

が低いほど、残渣の生産量は多くなる。そのため、残渣利用を含めたバイオ燃料生産の生産額向

上には、油脂含有率が高くはなくとも、成長速度の速い微細藻類を用いてバイオ燃料を生産し、

残渣から付加価値の高い飼料を生産することが効果的である。 

 

(3) 残渣利用を含むバイオ燃料生産による CO2 排出削減量の向上 

微細藻類は大気中の CO2を固定するため、化石燃料をバイオ燃料に置換することで CO2 排出の

削減効果が得られる。バイオ燃料による CO2排出削減量を向上させるには、成長速度が速く、油

脂含有率の高い微細藻類を効率的に生産すればよい。残渣からされる固形燃料、肥料、飼料の CO2

排出削減量を比較すると、固形燃料による CO2排出削減量が最も多い。したがって、CO2 排出削

減量を向上させるには、バイオ燃料生産に加えて、CO2 排出削減効果の大きい固形燃料を大量に

生産すればよい。結果として、残渣利用を含むバイオ燃料生産によるCO2排出削減量の向上には、

油脂含有率が高くなくとも成長速度の速い微細藻類を培養してバイオ燃料を生産し、残渣から

CO2 排出削減量の多い固形燃料を生産することが効果的である。 

 

(4) 社会実装を意識した研究開発 

バイオ燃料の生産効率を向上させるのであれば、成長速度が速く、油脂含有率の高い微細藻類

に関する研究開発を推進すればよい。微細藻類培養の制約を示す生物多様性条約カルタヘナ議定

書を考慮すると、遺伝子操作に関する研究だけでなく、既存、あるいは重イオンビームのような

新たな育種・品種改良に目を向ける必要があろう。また、実験室の環境で、微細藻類の成長速度
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が速く、油脂含有率が高くとも、生産設備で同等の性能が得られるとは限らない。そのため、品

種改良や遺伝子操作などの微細藻類そのもの研究のみならず、エネルギー効率の高い培養システ

ムやバイオ燃料抽出などの研究開発にも注視する必要があろう。 

微細藻類の残渣利用を含めたバイオ燃料生産の場合、油脂含有率の高さよりも成長速度の速い

微細藻類を用いることにより、生産額、あるいは、CO2 排出削減量が向上することが定量的に示

された。残渣による生産額向上には、付加価値が高い飼料生産が効果的である。しかし、CO2 排

出削減量の向上には、CO2 排出削減量の大きい固形燃料のが効果的である。本稿で述べた感度分

析により、微細藻類バイオ燃料生産における効果的な残渣利用を選択手法を示した。結果として、

経済効果と環境負荷という 2つの観点から、社会実装に向けた、定量的な根拠(エビデンス)に基

づく技術選択と研究開発の方向性に関する議論が可能となった。 

  



 

57 
 

6. おわりに 

本調査研究では、石油資源の枯渇を背景に、環境負荷だけでなくエネルギーセキュリティの面でも注

目を集める微細藻類バイオ燃料生産を取り上げ、経済・環境への波及効果を定量的に分析し、今後の

研究開発に関する方向性について検討した。バイオ燃料生産方式として、将来の普及が期待される、簡

易 PBR 方式と大規模開放池を例に、拡張産業連関表を用いた分析により、バイオ燃料施設建設と経常

運転における生産誘発額、雇用誘発数、エネルギー消費量、CO2 排出量を推計した。産業部門別の誘

発効果推計により、2 つのバイオ燃料生産方式を特徴と課題を明らかにすることで、社会実装に向けた

今後の研究開発の方向性について検討した。 

拡張産業連関表を用いた分析により、簡易 PBR 方式の場合、プラスチックフィルムなどの素材産業や

装置産業等の産業部門に波及効果が現れるが、大規模解放池方式の場合、土木工事に波及効果が集

中するという相違点が明らかになった。また、継続的な CO2 排出量削減を重視するのであれば、施設建

設費用は増加しても、太陽光発電や風力発電等の再生可能エネルギー発電施設を併設する、あるいは、

微細藻類から得られる残渣を燃料に用いる熱エネルギーシステムの導入を検討すべきであろう。 

微細藻類の成長速度と油脂含有率を変数として、バイオ燃料及び残渣から生産される固形燃料、肥

料、飼料の単位面積の生産額とCO2排出削減量について感度分析をしたことにより、今後の微細藻類研

究の目指す方向性が示唆された。微細藻類の残渣利用を含めたバイオ燃料生産の場合、油脂含有率

の高さよりも成長速度の速い微細藻類が、生産額、あるいは、CO2 排出削減量の向上に寄与することが

定量的に示された。残渣による生産額向上には、付加価値が高い飼料の生産が適するが、CO2 排出量

削減には、CO2 排出量削減効果の大きい固形燃料の生産が適切であることが示された。本稿で述べた

感度分析により、効果的な微細藻類バイオ燃料生産における残渣利用を選択することでき、経済効果と

環境負荷という 2 つの観点から、社会実装に向けた研究開発の方向性について、定量的な根拠に基づ

く議論が可能となった。 
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